
第１部 11 章 大学運営・財務 

（大学運営） 

点検・評価項目①：大学の理念・目的、大学の将来を見据えた中・長期の計画等を実現するた

めに必要な大学運営に関する大学としての方針を明示しているか。 

評価の視点１：大学の理念・目的、大学の将来を見据えた中・長期の計画等を実現するため

の大学運営に関する方針の明示（大学構成員への周知を含む） 

＜現状説明＞ 

○大学の理念・目的、大学の将来を見据えた中・長期の計画等を実現するための大学運営に関

する方針の明示（大学構成員への周知を含む）

本学においては、学校法人の管理運営方針として中長期事業計画「Chuo Vision 2025」を、

大学の運営の方針として「大学運営の方針」を策定している。 

 中長期事業計画「Chuo Vision 2025」については、第１章理念・目的にも記述したとおり、

策定段階から学内構成員との丁寧な意見交換を経て策定し、学内構成員が当事者として、各事

業の推進を行っている。「大学運営の方針」についても、大学評価委員会において策定を行い、

執行役員会、学部長会議、教授会、研究科委員長会議、研究科委員会等に報告を行っており、

学内構成員に向けて丁寧に周知している。 

 なお、中長期事業計画「Chuo Vision 2025」の概要、「大学運営の方針」ともに本学公式 Web

サイトにて広く学内外に公開している。 

＜点検・評価結果＞ 

本学においては、法人の管理運営方針として中長期事業計画「Chuo Vision 2025」を、大学

の運営の方針として「大学運営の方針」を策定するとともに、本学公式 Webサイトを通じて広

く学内外に公開することで、適切に方針を明示している。 

＜長所・特色＞＜問題点＞＜今後の対応方策＞ 

特になし。 

点検・評価項目②：方針に基づき、学長をはじめとする所要の職を置き、教授会等の組織を設

け、これらの権限等を明示しているか。また、それに基づいた適切な大学運営を行っているか。 

評価の視点１：関係法令に基づく管理運営に関する学内諸規程の整備とその適切な運用がなさ

れているか。 

評価の視点２：意思決定プロセスが明確化されているか（学長による意思決定及びそれに基づ

く執行等の整備を含む）。 

評価の視点３：役職者の権限および教学組織（大学）と法人組織（理事会等）の権限と責任が

明確化されているか。 

評価の視点４：教授会の権限と責任が明確化されているか。 

評価の視点５：学長選考および学部長・研究科長、理事等の選考方法の適切性、妥当性 

評価の視点６：構成員のコンプライアンス（法令・モラルの遵守）意識が徹底されているか（個

人情報等の取り扱いを含む）。また、構成員が果たすべき社会的責任を自覚して

いるか。 
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評価の視点７：適切な危機管理対策が実施されているか。 

＜現状説明＞ 

○関係法令に基づく管理運営に関する学内諸規程の整備とその適切な運用がなされているか。

本学は、「中央大学等規程集」によって法人並びに設置する学校及び研究所等に関する諸規程

を編纂し、その内訳は、第１類基本、第２類学則、第３類学事、第４類組織、第５類服務、第

６類文書、第７類人事、第８類給与、第９類財務、第 10類厚生、第 11類庶務、第 12類参考に

よって構成され、管理運営及び研究・教育活動の適切な運用につなげている。「中央大学等規程

集」は各部課室に配布されているほか、電子化された規程を事務イントラネット及び専任教職

員専用 Web サイトに掲載し、規程の検索機能などを付加するなど利便性の向上を図り、いつで

も法令や本学の各種規程を閲覧できる環境を整備している。このほか、各教学組織及び事務組

織は、これら全学規程に基づく所管業務を適切に執行するため、それぞれにおいて各種の内規

を定め、教職員間における共有化を図っている。 

関係法令に基づく諸規程としては、主に次の規程が挙げられる。 

私立学校法 学校法人中央大学基本規定（寄附行為） 

学校教育法 中央大学学則（大学院学則、専門職大学院学則） 

学校法人会計基準 中央大学経理規程 

労働基準法 中央大学職員就業規則（各就業規則） 

以上のうち、2020 年４月改正の私立学校法においては、役員の職務及び責任の明確化、情報

公開の充実並びに中期的な計画等の作成が求められたことを受けて、本学では、2019 年秋から、

理事会の下に設置された基本規定（寄附行為）検討理事会小委員会（常任理事２名、学部長２

名、研究科長理事１名、外部理事３名及び事務局長の合計９名）において、論点整理及び個別

具体的規程整備案を検討し、評議員会及び理事会の審議に供し、2020 年１月に文部科学大臣宛

に寄附行為変更認可申請を行っている。 

その後、同委員会は、理事の任期満了に伴い休会していたが、本学の管理運営の見直しを図

るため 2021 年７月に活動を再開し、本学の歴史を踏まえた本学独自のガバナンス体制を構築

できるよう基本規定（寄附行為）その他の法人の重要規程について検討を行った。同委員会は

中間報告及び第二次中間報告を経て、2023 年５月理事会に最終報告書としてとりまとめ、その

検討結果に基づき、総長制度及び教学審議会の廃止、理事会議事運営規則、執行役員会審議事

項の整備ほか、学長選任手続きにおける電子投票の導入及び再選挙実施の根拠整備を行った。

さらに、2025 年４月改正施行予定の私立学校法に対応するため、2023 年６月発足の理事会の下

で小委員会の活動を行い、論点整理及び個別具体的規程整備案について 12 月開催の理事会に

検討結果報告を行った。今後、この検討結果に大綱として記されている改正案について更に検

討を行うこととして、2023 年 12 月の理事会において、理事長の諮問機関として基本規定（寄

附行為）諮問委員会を新たに設置するとともに、理事長より本諮問委員会に対して諮問内容が

示されたところである。 

また、高等教育機関としての特徴を有する諸規程としては、以下のものがある。 

１）個人情報保護方針（プライバシーポリシー）・中央大学個人情報保護規程 
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個人情報の保護に関する法律に基づき、学校法人中央大学及び同法人が設置する学校そ

の他教育・研究機関における個人情報の取扱いに関する事項を定めることにより、本学に

おける教育及び学術研究並びにそれに関わる業務の適正かつ円滑な運営を図りつつ、個人

の権利利益を保護することを目的とする。 

また、行政手続きにおける特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（マ

イナンバー法）については、2016 年１月付で、プライバシーポリシーの一部を改正したほ

か、本学及び本学が設置する学校その他教育・研究機関における個人番号その他の特定個

人情報の取扱いに関する事項を定めたことにより、本学における教育及び学術研究並びに

それに関わる業務の適正かつ安全な管理を図りつつ、個人の権利利益を保護することを目

的とした中央大学特定個人情報保護規程を制定している。 

なお、中央大学個人情報保護規程については、2017 年５月及び 2022 年４月付でそれぞ

れ個人情報の保護に関する法律等の一部が改正施行されたことを受けて、法令に定める要

件に対応するため一部改正を行った。特に、2022 年４月付の改正は、分析データの利活用

に係る「仮名加工情報」の創設及び学術研究における一律の適用除外の廃止等といった、

研究に係る改正であったため、規程を一部改正するのみならず、個人情報保護規程の改正

内容及びそれに係る本学の対応について、法人役員、教学執行部及び校長等が参画する拡

大教務役員会において勉強会を開催し、周知を図った。 

２）中央大学知的財産ポリシー・中央大学知的財産取扱規程 

学校法人中央大学及び本学が設置する中央大学その他教育・研究機関における学術研究

の振興及びその成果の社会への還元に資することを目的として、教職員等の発明等を奨励

し、かつ発明等に関する権利を保護するために必要な事項を定めている。 

３）中央大学における産学官連携活動に伴う利益相反マネジメント規程 

本学の専任教員による産学官連携活動に伴う利益相反マネジメントについて定めてい

る。利益相反マネジメントは、産学官連携活動とこれを行う教員の職務及び遵守事項との

関係を調整し、産学官連携活動に伴う本学の社会的信頼を確保することを目的として行う

ものである。 

４）中央大学安全保障輸出管理規程 

本学の研究者・学生は、自らが世界平和の鍵を握っているという自覚を持って高度な科

学技術分野での研究開発を行い、外国為替及び外国貿易法（以下、「外為法」という。）に

基づく安全保障輸出管理に関するコンプライアンスプログラムを実施することを定めて、

これまでも対応を進めてきた。2022 年５月付で、外為法に基づくみなし輸出管理の運用明

確化等の制度改正がなされることを受けて、学術研究の健全な発展に配慮しつつ、経済産

業省が作成する「安全保障貿易に係る機微技術管理ガイダンス（大学・研究機関用）」を踏

まえて、安全保障にかかる貨物・技術の適切な管理や、これらに関与する人の適切な対応

を促す体制を整え、大学として全学的な安全保障輸出管理体制を構築することを目的とし、

安全保障輸出管理規程を 2022 年５月に制定施行した。 

５）ハラスメント防止啓発ガイドライン・中央大学ハラスメント防止啓発に関する規程 

日本国憲法の精神に則り、個人の尊厳を尊重し、学校法人中央大学並びに本学が設置す

る中央大学その他の教育・研究機関に所属する教員、職員、学生及び生徒等について、快
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適な教育・研究、就業の環境を作り出し、維持するために、本学関係機関等におけるハラ

スメントの防止啓発を図り、あわせてハラスメントが発生した場合の適切な措置を定める

ことを目的としている。 

６）中央大学理工学部危険物等管理規程 

理工学部における研究・教育活動に関わる危険物、放射性同位元素等、放射線発生装置、

高圧ガス、有害実験廃液、産業廃棄物、毒物・劇物及び核燃料物質の管理体制を確立する

ことにより、危険物等の取扱いによる事故を防止し、研究・教育の増進を図ることを目的

としている。 

７）中央大学遺伝子組換え実験等実施規則 

本学において遺伝子組換え実験及び細胞融合実験を計画し、実施する際に遵守すべき安

全確保に関する基準を示すとともに、安全確保の体制等を定め、もって実験の安全かつ適

切な実施を図ることを目的としている。 

８）中央大学における公的研究費の適正な使用及び公的研究費に係る通報に関する規程 

公的研究費について適正な管理を行い、公的研究費の不適正な使用を誘発する要因を除

去するとともに、学内外からの通報に対する適切な取扱いについて定めることにより、公

的研究費が不適正に使用されることのない環境を整備し、もって本学における研究を促進

することを目的としている。 

９）中央大学における研究活動上の不正行為の防止及び研究活動上の不正行為が生じた場

合における適正な対応に関する規程 

本学における研究活動上の不正行為に対応する適切な体制整備を行うとともに、学内外

からの通報に対する取扱い等、研究活動上の不正行為が生じた場合における適正な対応に

ついて必要な事項を定めることを目的としている。 

10）学校法人中央大学危機管理規程 

学校法人中央大学及び本法人が設置する学校の円滑な運営に支障をきたす危機事象が

発生し、またはそのおそれがある場合に、本学における危機管理体制について必要な事項

を定めることにより、本学の学生、生徒及び教職員等の安全確保と本学の管理運営、教育・

研究活動の維持または早期再開を図り、本学の社会的責任を果たすことを目的としている。 

11）学校法人中央大学公益通報に関する規程 

学校法人中央大学及び本法人が設置する学校その他の教育・研究機関における公益通報

に関する制度を設けることにより、法令または本学が定める基本規定（寄附行為）及び諸

規程の違反その他の不正な行為を早期に発見し、是正措置を講じることをもって、本学の

健全な発展に資することを目的としている。 

なお、2022 年６月に、公益通報者保護法が改正施行されたため、これに対応するととも

に、同規程制定後、運用上の課題も生じていたことから、本学構成員が統一的な理解の下、

本学の教育・研究及び管理運営の健全な発展に資する規定の運用ができるよう同年７月に

規程改正を行った。 
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12）中央大学における人を対象とする研究倫理に関する規程 

学校法人中央大学に雇用されて研究に従事している者及び本学の施設、設備を利用して

研究に従事する者が、人を対象とする研究を実施する際に、研究対象者の生命、個人の尊

厳及び基本的人権を守りつつ適正かつ円滑に研究を実施するため、厚生労働省及び文部科

学省が定めた「人を対象とする医学系研究に関する倫理指針」を参照して、研究者が遵守

すべき基準を示すとともに安全性及び倫理的妥当性を確保できるように中央大学におけ

る人を対象とする研究倫理に関する規程を、2020 年 12 月に施行した。 

同指針が 2021 年３月に「人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理指針」に改

められたことから、それに対応する必要な改正をするとともに、中央大学における人を対

象とする研究倫理審査委員会におけるこれまでの運営状況を踏まえて、現行の体制では不

十分と考えられる点について見直し、2022 年６月に改正施行した。 

13)学校法人中央大学監事監査規程 

 2020 年４月付で、私立学校法が改正され、役員の職務及び責任の明確化等に関する規定

の整備等、学校法人の管理運営体制の確保が厳格に求められることとなった。そのうち、

監事の職務についても、これまで以上に強化され、学校法人の適正な運営において、監事

の果たす役割が極めて重要となったことから、監事監査の公正性や客観性を制度として保

障するため、必要な事項を定めることを目的として、学校法人中央大学監事監査規程を

2021 年６月に制定施行した。 

法令改正等の情報収集については、当該業務を所管する事務組織が自主的に行うことを基本

としつつ、法人及び教学の全学的事項については、中央大学事務組織規則に基づき、総務部及

び学事部がそれぞれ情報の収集にあたっている。 

総務部及び学事部は、法人・教学事項に関する情報を調査・収集・分析した結果、本学の諸

規程を改める必要があると判断した場合、関連部課室との調整を経て、法令の改正趣旨を踏ま

えた規程改正案を作成する。法人事項に関する規程改正等は、学校法人中央大学執行役員会規

則第４条第３項第１号アに基づき執行役員会で審議される。教学事項に関する規程改正等は、

学校法人中央大学教務役員会規則第４条第３項第１号イ及びロに基づき教務役員会で審議され

る。また、法人の業務に関する重要な規程等については、学校法人中央大学理事会議事準則第

７条第１号キに基づき理事会で審議される。教学の業務に関する重要な規程改正等においては、

学部長会議及び教授会等の学内審議を経た上で、以上の会議体で審議される。 

このように、本学は、管理運営に関する学内諸規程を適切に整備するとともに、教職員の利

用環境を整えるなど適切な運用を図っている。 

○意思決定プロセスが明確化されているか。

学校教育法において、私立学校は、設置者たる学校法人が置く理事会が組織・施設の運営に

ついて責任を負うとする設置者管理主義を採っている。また、私立学校法では、学校法人は理

事会及び評議員会を必置の機関とし、学校教育法では、大学自治の制度的保証という観点から

大学に教授会を置くことが義務付けられている。 

本学では、これら法定の機関について、理事会及び評議員会にあっては基本規定（寄附行為）

に、教授会にあっては学則によって、それぞれ構成、職務（審議事項）及び議事要件等を明確
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にしている。 

理事会は、基本規定（寄附行為）第 25条第２項に基づき、この法人の一切の業務を決定し、

理事の職務の執行を監督する。しかし、実際には、これら全ての付議事項について、理事会で

意思決定を行うわけにいかないため、本学では、学校法人中央大学理事会議事準則を整備して、

理事会の審議事項を明定するとともに、基本規定（寄附行為）第 28条において、理事会から付

託を受けた議決機関として執行役員会及び教務役員会を設置し、同会議が審議決定する内容を、

それぞれ学校法人中央大学執行役員会規則及び教務役員会規則に定めている。 

また、私立学校法第 41条において、学校法人の必置機関となっている評議員会について、本

学では、同法第 42条第２項に基づき審議機関としての性質を持たせ、基本規定（寄附行為）第

42条により、予算や事業計画等の重要な事項については、評議員会の議決を経なくてはならな

いとしている。 

私立学校法第 35条に定められている監事については、基本規定（寄附行為）第 23条第１項

に監事の職務権限を定め、法人の業務、法人の財産及び理事の業務執行の監査等を行うことを

明確にしている。 

なお、法人の主要な管理運営である職員人事、給与、及び広報に関して、本学では、いずれ

も理事長の諮問機関として委員会が常設されている。これらの委員会には、事案の専門性に応

じて教学主体の委員会または部会の開催が必須とされ、いずれも明定された規程に基づき適切

に運用されている。 

具体的な意思決定プロセスとしては、事案内容によって若干異なるものの、全学的な教学事

項に関しては教学機関（委員会等）の発議、中央大学学則第 11条第３項に基づく教授会から学

長への具申、学部長会議規則第５条第１項による学部長会議の連絡協議を経て、必要に応じた

教授会に対する意見聴取を実施した上で、学則第８条第２項に規定する「学長は、本大学の全

般に関する事項をつかさどり、本大学を代表する。」との職務に基づき、最終的な学長による意

思決定がなされ、その決定内容に基づいて当該案件に係る具体的な業務執行がなされる仕組み

となっている。また、学長が意思決定した教学事項のうち、法人事項とも密接にかかわる案件

である場合については、必要に応じてさらに教務役員会の協議を経て、執行役員会における確

認（理事会上程議案の決定）の上、理事会で決定する流れとなっている。法人事項については、

法人機関（委員会等）の発議、執行役員会における審議（理事会上程議案の決定）を経て、理

事会で決定する流れが定着している。ただし、これらのプロセスは、審議事項を法人・教学事

項に形式的に区分して適用するのではなく、事案と発議機関との関係を考慮し、または、全学

的合意を醸成する観点から弾力的に運用しており、このことは学部・研究科教授会の専権事項

並びに学部・研究科固有の事項を除く一切の事項については、基本規定（寄附行為）第 25条に

基づき理事会が決定することとしつつ、事案によっては同規定第 28 条で教務役員会にその審

議決定を委ねることで、教務事項の具体的施策に関する決定に際して学長の意思決定内容が柔

軟に反映できるようになっていることからも窺える。 

このように、本学特有の機関はそれぞれ固有の目的を有している。それぞれの機関は構成人

数こそ異なるものの、その多くが法人役員、教員行政職から構成されており、全学的合意の醸

成と意思決定の迅速化を図る観点から、法定に基づく基本的な意思決定プロセスを設定しつつ

も、事案に応じて法人・教学諸機関との間で意思疎通を図りつつ相互に牽制機能を持ちながら

総体的な意思決定を働かせる仕組みが整っているといえる。しかしながら、このことは手続き

の公正さを保証する一方で、審議の複層化を招くとともに全学的合意が得られなければ新たな

事業に着手できないリスクを併せ持っているといえる。 
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このほか、各会議体のうち、本学が独自に設置している会議の設置目的及び構成メンバー、

審議事項は以下のとおりである。 

１）教務役員会 

教務役員会は基本規定（寄附行為）第 28条第１項に根拠を置き、構成及び議事内容等は学

校法人中央大学教務役員会規則において定めている。同規則第２条第１項において教務役員

会の構成は、理事長、学長、常任理事、学部長、大学院研究科長、事務局長とするが、同規

則第２条第２項及び第３項により、理事長は必要に応じて教務役員会の議事に大学院研究科

委員長または高等学校長を加えることができ、これを拡大教務役員会と称している。 

教務役員会の審議事項は、同規則第４条第３項に定めるところにより、①学部学科、研究

科の新増設若しくは改廃または学費設定を伴わない学則及び学位規則の改正、②教学個別規

程等の制定または改廃、③国内外の大学又は研究所等との交流協定の締結または改廃、④法

人附置研究所長等の選任、⑤教学事務組織の設置または改廃、⑥その他理事会が認めた事項

となっているほか、協議事項については、①理事会が審議する教学に関する事項、②その他

理事長が必要と認めた事項となっている。 

同規則第３条第２項により、この教務役員会の議長には理事長があたり、議事を総括する

が、審議事項に関する議事については学長に委任することができる。また、理事長は必要に

応じて教務役員会の審議決定内容を理事会に報告することとなっている。 

２）執行役員会 

執行役員会は基本規定（寄附行為）第 28条第２項に根拠を置き、構成及び議事内容等は学

校法人中央大学執行役員会規則において定めている。同規則第２条において執行役員会の構

成は、理事長、学長、常任理事及び事務局長となっており、総務部長を幹事として、必要に

応じて法人部長職及び学事部長その他の構成員以外の者の出席を求め、意見等を聴くことが

できる。同規則第３条第２項及び第３項により、執行役員会は理事長が招集し、議長となり、

原則として１週間に１回は開催するものとし、臨時執行役員会は必要に応じて開催する。 

執行役員会の審議事項及び協議事項は同規則第４条第３項に定められ、審議事項としては、

①法人個別規程の制定・改廃、②学費設定を伴わない中学校及び高等学校学則改正、③法人

事務組織の設置または改廃、④職員の人事、⑤理事会に付議する重要な資産等の取得、処分

又は賃貸借等に関する事項、⑥理事会の決定した資産運用の基準の執行に関する事項、⑥理

事会及び教務役員会上程議案の確定、⑦選任評議員、商議員、名誉評議員の辞任、⑧その他

理事会及び教務役員会の審議事項以外の理事長が常務と認める事項となっており、これらの

事項については同規則第４条第４項に定めるところにより、一種稟議書（役員決裁）により

決定することができる。また、協議事項については、①理事会が審議する法人に関する事項、

②その他理事長が必要と認めた事項となっている。 

なお、理事長は執行役員会の審議決定内容を理事会に報告することとなっている。 

○役職者の権限および教学組織（大学）と法人組織（理事会等）の権限と責任が明確化されて

いるか。

学校法人の管理運営において最も配慮しなければならないことは、理事会と教学の意思疎通

を十全に図ることであり、本学はこれを具現化するために、役職者の権限及び教学組織と法人

組織の権限と責任については、以下のとおり明確化している。 
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１）教学組織（大学）と法人組織（理事会等）の権限と責任の明確化 

本学の教学組織は、学部、大学院、専門職大学院、学生部及び図書館等の機関を擁し、各

教学組織は法令上の必置機関である教授会はもとより、当該組織独自の運営がなされ、明定

された規程の下、教育研究活動の独自性に基づく自治的管理がなされている。したがって、

各教学組織の固有業務や事業計画は当該教学組織における自主的かつ民主的な運営によって

審議決定されるが、これらの事業計画は、その後、学校法人全体の事業計画・予算編成へと

集約された後に理事会の審議に供され、全学的事業としてオーソライズされている。 

理事会は、基本規定（寄附行為）第 12条により、理事長、学長、常任理事、学部長、研究

科長（互選１人）、事務局長及び卒業生等の学外理事で構成される。基本規定（寄附行為）第

20条において、理事長が法人の業務を統理し、法人を代表すると定めており、理事長以外の

理事は、法人を代表しないことを明定している。また、基本規定（寄附行為）第 20条第２項

により、理事は、理事会を組織し、その議決について責任を負うこととしている。なお、基

本規定（寄附行為）第 23条第１項第７号及び第 40条に基づき、評議員会議長・副議長及び

監事は常時、理事会に陪席している。また、学校法人中央大学理事会議事準則第 12条の定め

により、研究科長（理事以外）、研究科委員長、全学教育連携機構長、図書館長、学生部長等

教学組織の長、高等学校長及び中学校長は、必要に応じて理事長の承認を得て理事会に出席

し、その所管事項について意見を述べることができる。 

このように、本学では教学組織の独自性を確保しつつ、理事会において、学長、学部長及

び互選した研究科長が職務上の理事としてその責務を担っている。加えて、教学組織の長は、

理事会に随時陪席できるように定め、教学組織の意向が理事会の審議に反映されるよう整備

されている。また、本学は理事会の下に教務役員会を設置して、教学組織とより緊密な連携

協力関係を築いている。一方、執行役員会においては、理事会議決に基づく常務の執行を協

議決定し、学校法人の管理・運営を行っている。 

さらに、中央大学事務組織規則では、法人並びにその設置する学校及び研究所について事

務組織、職務分掌及び職務権限に関する基準を定めるとともに、組織、職位の基本的な職能

及び相互関係を明らかにしており、そこでは、事務組織の長と教学組織の長、学長、常任理

事及び理事長の権限と責任を明確にした職務権限明細基準が整備されている。 

以上のように、教学組織と法人組織は円滑な連携を担保しつつ、その責任と権限は各種規

程によって明文化されている。 

２）学長、学部長・研究科長および理事（学務担当）等の権限と責任の明確化 

学長は法人・教学双方に固有の職務を有しているため、執行役員会、教務役員会及び理事

会のほか、評議員会の職務上の構成員となり、法人・教学の意思決定において重要な役割を

果たしている。 

また、理事長の諮問機関である中央大学職員人事委員会、中央大学給与委員会の委員長の

ほか、学部長会議、研究科長会議及び中央大学研究・教育問題審議会（研究及び教育上の諸

問題を基本的かつ総合的観点から検討する機関）の議長・委員長を務め、さらに、中央大学

事務組織規則に定める職務権限明細基準において、学長が行使する権限を明らかにしている。

このように、本学における学長の職制は、理事長とともに大学の実質的管理責任者として運

用されている。そのため、基本規定（寄附行為）第 21条第１項において、理事長は理事会の

承認を得て、中央大学に関する事項について学長に委任することができる旨を定めている。 
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学部長は学則第９条第２項に基づき、その学部に関する事項をつかさどり、学部を代表し、

学部運営の総括的な責任を負っている。このほか、法人機関である教務役員会、理事会及び

評議員会の職務上の構成員となり、全学的な意思決定に加わっている。また、学部長会議に

おける協議により、各学部長は大学内の各種委員会（会議）の職務上委員として各担当が定

められ、教学各種委員会の議事運営を担っている。さらに、中央大学事務組織規則に定める

職務権限基準において、学部長が行使する権限を明らかにしている。 

研究科長は専門職大学院学則第９条第２項に基づき、その研究科に関する事項をつかさど

り、研究科を代表し、研究科運営の総括的な責任を負っている。このほか、法人機関である

教務役員会、理事会（ただし研究科長理事は、研究科長の互選による者１人）及び評議員会

の職務上の構成員となり、全学的な意思決定に加わっている。また、中央大学事務組織規則

に定める職務権限基準において、研究科長が行使する権限を明らかにしている。 

理事は基本規定（寄附行為）第 20条第２項に基づき、その職務として、理事会を組織し、

その議決について責任を負うこととなっている。その上で、本学では理事長を補佐し、その

担当事務を処理するため常任理事制度を設けており、学長や学部長といった職務上の理事以

外から選任することが明定されている（基本規定（寄附行為）第 17条）。常任理事の担任事

務は、規定によって特定されていないが、理事会が常任理事の担当業務を設定し、従来、そ

の担当業務の１つとして「学事担当」の分担が設けられている。常任理事は、法人機関の各

種会議の構成員となるが、教学機関においては、大学評価委員会や国際連携推進会議等の教

学全体の会議体で構成員となることはあるものの、教学固有の会議体においては構成員とな

らず、必要があれば所管会議の規定に基づき陪席を認めることによってその参画が保証され

ている。また、中央大学事務組織規則に定める職務権限において常任理事の権限を明らかに

している。 

以上のように、学長、学部長及び研究科長と常任理事（学事担当）とは選任根拠規定が異

なるほか、その権限と責任においても学長及び学部長・研究科長が大学・学部・研究科の運

営について権限と責任を負う一方で、常任理事（学事担当）は経営的側面から包括的に学事

業務を担当している。それらは中央大学事務組織規則の職務権限において、部長（学部長・

研究科長）、常任理事及び学長の職務権限がそれぞれ区分設定されていることからも明らか

である。 

○教授会の権限と責任が明確化されているか。

「学校教育法及び国立大学法人法の一部を改正する法律」が 2015 年４月に施行されたこと

に伴い、本学では、教授会が教育研究に関する事項について審議する機関であり、また、決定

権者である学長に対して意見を述べる関係にあることを明確化するとともに、教授会が学長に

意見を述べるものとする事項を定めることとし、法改正の趣旨に即した学則改正を行った。 

本項では、上記の法改正への対応も含め、本学の学部教授会及び研究科教授会について触れ

ることとする。 

なお、本学の専門職大学院に関しては、2002 年４月の国際会計研究科設置（現在は廃止）の

際、同研究科の学内における位置づけを検討した結果、専門職大学院は基礎となる学部を持た

ない独立した研究科として設置するものとした。また、その教授会機能は、学部における教授

会と同等の機能を有するとともに、学内における管理運営組織として基本的に学部と同等に位

置づけることとしている。この扱いは、2004 年設置の法務研究科、2008 年設置の戦略経営研究

科についても同様である。ただし、全学的見地から、学部固有の諸事項も存在することから、
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「中央大学専門職大学院に関する特別措置規則」として特則を定め、専門職大学院の特殊性を

保証しつつ管理運営上の均衡を担保している。 

１）学部教授会 

学部教授会は、学則第 11条第２項に基づき、その学部の教授、准教授、助教（教授会を組

織する助教の範囲は当該学部が定めるところによる）をもって組織され、①学生の入学、卒

業及び課程の修了に関すること、②学位の授与に関すること、③その他その学部の教育研究

に関する重要事項で、学長が教授会の意見を聴くことが必要と認めるものとして別に定める

事項、について審議し、その意見を学長に述べるものとしている。このうちの「③その他そ

の学部の教育研究に関する重要な事項で、学長が教授会の意見を聴くことが必要と認める事

項」については、学則とは別に明文化することとし、「中央大学学則第十一条第三項第三号の

規定により、学長が教授会の意見を聴くことが必要と認める事項を定める件」において、①

校地・校舎の変更に関すること、②教育研究組織の新設・改廃に関すること、③学部運営の

方針に関すること、④学部長の選出に関すること、⑤学長選挙人の選出に関すること、⑥各

種全学的な委員会の委員の選出に関すること、⑦学則その他重要な規則の制定・改廃に関す

ること、⑧自己点検・評価その他当該学部の評価に関すること、⑨教員の選考、昇進その他

教員の人事に係る審査に関すること、⑩教育課程、授業日その他教育研究に関すること、⑪

授業科目の編成及び担当に関すること、⑫試験その他の評価に関すること、⑬学生の外国へ

の留学及び外国からの留学生の受入れに関すること、⑭学生の奨学に関すること、⑮学生の

顕彰に関すること、⑯研究の推進に関すること、⑰国際交流の推進に関すること、の 17項目

を掲げている。 

学部教授会は、月に１、２回の割合で開催されているほか、学部教授会の下にそれぞれ審

議事項等に関連する課題を整理、議論するための学部内委員会が設置され、その中には、教

育課程（カリキュラム等）を検討するための委員会や教員人事に関する業績審査等が含まれ、

その協議、検討結果が学部教授会に上程され審議の上、その意見を学長に述べることとなる。 

なお、学則第 12条では、学長、学部長または教授会が各学部に共通する重要事項について

連絡協議する必要を認めたときは連合教授会を開くことができることを定めている。 

学部教授会の運営については中央大学教授会規程に定めがあり、学部長が招集し、招集者

である学部長が議長となり、教授会員の過半数出席をもって成立し、その議決には出席教授

会員の過半数が必要とされる。 

このように学部教授会については、学校教育法の趣旨に則り、学則においてその役割と活

動が明示され、当該学部の教育研究上の目的を実現するための自主的な運営が適切に確保さ

れている。 

２）研究科教授会 

研究科教授会は専門職大学院学則第 13条に基づき、その研究科の専任の教授、准教授及び

助教（教授会を組織する助教の範囲は当該研究科が定めるところによる）をもって組織され

る。 

研究科教授会は専門職大学院学則第 15 条の規定により、①学生の入学及び課程の修了に

関すること、②学位授与の要件に関すること（イ 法務研究科においては、進級の判定及び

修了の判定、ロ 戦略経営研究科ビジネス科学専攻においては、博士学位論文の審査）、③学

位の授与に関すること、④その他当該研究科の教育研究に関する重要事項で、学長が研究科
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教授会の意見を聴くことが必要と認めるものとして別に定める事項、について審議し、その

意見を学長に述べるものとされている。このうちの「④その他当該研究科の教育研究に関す

る重要事項で、学長が研究科教授会の意見を聴くことが必要と認める事項」については、専

門職大学院学則とは別に明文化することとし、「中央大学専門職大学院学則第十五条第一項

第四号の規定により、学長が研究科教授会の意見を聴くことが必要と認める事項を定める件」

において、①校地・校舎の変更に関すること、②教育研究組織の新設・改廃に関すること、

③研究科の運営の方針に関すること、④研究科長の選出に関すること、⑤学長選挙人の選出

に関すること、⑥各種全学的な委員会の委員の選出に関すること、⑦専門職大学院学則その

他重要な規則の制定・改廃に関すること、⑧自己点検・評価その他当該研究科の評価に関す

ること、⑨教員の選考、昇進その他教員の人事に係る審査に関すること、⑩教育課程、授業

日その他教育研究に関すること、⑪授業科目の編成及び担当に関すること、⑫試験その他の

評価に関すること、⑬学生の外国への留学及び外国からの留学生の受入れに関すること、⑭

学生の奨学に関すること、⑮学生の顕彰に関すること、⑯研究の推進に関すること、⑰国際

交流の推進に関すること、の 17項目を掲げている。 

また、研究科教授会については、中央大学専門職大学院に関する特別措置規則第２条にお

いて学部教授会に準じることが明示されている。 

以上のように、研究科教授会の独自性、研究科教授会と研究科長との連携協力及び機能分

担、そして、研究科教授会と全学的審議機関との連携及び役割分担については、学部教授会

と同様の適切性が確保されている。 

なお、研究科教授会が有する特有の事項としては、次のものがある。 

①研究科教授会の円滑な審議に資するため、各研究科に研究科長、研究科長補佐、研究科教

授会で互選した者による運営委員会が置かれていること（専門職大学院学則第16条）。 

②学長及び研究科長により構成される研究科長会議を設置しつつも、学部長会議において、

全学的な教学事項を審議する際には、審議の効率性及び円滑な意思疎通を図る観点から、

研究科長は、学部長会議に出席して、意見を述べ、審議決定に加わることができること

（専門職大学院に関する特別措置規則第 16条） 

○学長選考および学部長・研究科長、理事等の選考方法の適切性、妥当性

学長は、基本規定（寄附行為）において、その職務上において理事及び評議員となることが

定められているが、学長の職務、任期及び選任等に関する事項は、基本規定（寄附行為）第 12

条第４項に基づき、中央大学学長に関する規則に定められている。同規則第２条では、学長の

職務を「学長は、中央大学の校務を掌り、所属職員を統督する。」と規定している。また、学校

教育法に定める学長としての職務については、学則第８条第２項において、「学長は、本大学の

全般に関する事項をつかさどり、本大学を代表する。」と規定している。このように、学長の職

務は、法人の理事としての職務と、学校教育法第 92条に基づく「学長」の職務という両面を有

しているといえる。こうした職務上の性質を担保するため、学長の選任にあたっては大学構成

員による選挙と意思決定機関による選任行為が必要とされている。 

学長選挙において、学長の被選資格は、中央大学専任教授（特任教授を除く。）であることに

加えて、専任教職員（特任教員及び助教Ｂ・Ｃを除く。）10人による推薦を必要としている。ま

た、選挙人については、各教授会会員（特任教員及び助教Ｂ・Ｃを除く。）及び職員 150 人（副

参事以上の職員並びに主事で互選した職員若干人）となっている。選挙は、新型コロナウイルス

感染症拡大下での経験も踏まえ、インターネットを用いた無記名投票（電子投票）による選挙
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方式を採用しており、有効投票の過半数を得た者が当選人となる。ただし、第１回の投票にお

いて上位者３人以上の得票が同数のとき又は次位者２人以上の得票が同数のときは再投票を行

うこととし、第１回の投票又は再投票において有効投票の過半数を得た者がないときは、上位

の得票者２人について決選投票を行うこととなっている（中央大学学長に関する規則第 11条）。

選挙の実施にあたっては、学長選挙管理委員会が中央大学学長選挙施行細則に基づき公正に行

っている。 

選挙によって選ばれた学長候補者は、中央大学学長に関する規則に基づき、その後、評議員

会の議を経て理事会が選任する。学長の任期は３年である。 

他方、学部長及び研究科長（以下「学部長等」という。）については、中央大学学部長に関す

る規則、中央大学研究科長に関する規則に基づき、当該学部または研究科教授会が別に定める

ところにより選出した者について、当該教授会が選任することとなっている。したがって、学

部長等の具体的な選出方法は各教授会に委ねられるが、いずれの教授会も学部長等選挙に関す

る内規を定め、教授会員が選挙人となり、教授会において投票により選出している。学部長等

の任期は２年である。 

理事については、基本規定（寄附行為）第 12条において、学長、学部長及び事務局長並びに

大学院研究科長で互選した者以外に、評議員その他の者 10人以上 14人以内と定めており、評

議員その他の者から選任する理事は、理事選考委員会の選考した候補者について、評議員会が

選任することとなっている。理事選考委員会は、学長、各学部長及び各大学院研究科長、大学

院研究科委員長で互選した者２人、研究所長で互選した者１人、高等学校長で互選した者１人、

評議員会議長・副議長、中央大学学員会会長、評議員会で互選した者 15人、事務局長で組織さ

れ、委員の３分の２以上の出席がなければ開催することができず、選考委員会の議事は、出席

委員の３分の２以上の多数で決定することとしている。理事選考委員会の議事運営その他理事

の選考については、基本規定（寄附行為）のほか、学校法人中央大学理事選考に関する規則に

定めるとともに、理事候補者の推薦については、学校法人中央大学理事候補者推薦に関する規

則にその手続きを定めている。なお、理事の任期は、３年である。 

評議員については、職務上評議員である理事長及び学長、学部長及び大学院研究科長並びに

高等学校長以外の評議員(以下「選任評議員」という。) は、評議員選考委員会が選考した候補

者について評議員会が選任することを、基本規定（寄附行為）第 31条に明定している。選任評

議員の内訳は、年齢 25歳以上である学校法人中央大学の専任教職員から選任された者 44人以

内、年齢 25歳以上である同法人の学員から選任された者 87人以内、学識経験者その他の者か

ら選任された者若干人である。 

評議員選考委員会は、理事会で互選した者３人、学部長及び各学部教授会で選任した専任教

授各１人、大学院研究科長及び各大学院研究科教授会で選任した専任教授各１人、事務局長及

び評議員たる事務職員で互選した者２人、評議員会議長・副議長、選任評議員で互選した者 20

人で構成され、学校法人中央大学評議員候補者推薦に関する規則に基づき推薦された評議員候

補者の選考を行う。評議員選考委員会は、評議員会議長が招集し、委員の３分の２以上の出席

がなければ開催することができず、議事は出席委員の過半数によって決定することとしている。

なお、評議員の任期は、４年である。 

監事については、基本規定（寄附行為）第 18条において、理事会が選出した候補者について、

評議員会の同意を得て、理事長が選任することとなっている。監事候補者を選出するに際して

は、学校法人中央大学監事候補者選考に関する規則に基づき、理事会の下に監事候補者選考委
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員会を設置する。監事候補者選考委員会は、学長、各学部長及び各大学院研究科長、大学院研

究科委員長で互選した者２人、研究所長で互選した者１人、高等学校長で互選した者１人、評

議員会議長・副議長、中央大学学員会会長、評議員会で互選した者 15 人、事務局長で組織さ

れ、委員の３分の２以上の出席がなければ開催することができず、監事候補者選考委員会の議

事は出席委員の３分の２以上の多数で決定することとしている。監事候補者選考委員会委員長

は、監事候補者の選考結果について、理事長に報告し、理事会は、本選考結果による監事候補者

をもって基本規定（寄附行為）第18条に掲げる監事候補者としている。 

このように、学長、学部長・研究科長、理事、評議員及び監事はいずれも明定された規程に

基づき適切に選任されている。 

○構成員のコンプライアンス（法令・モラルの遵守）意識が徹底されているか（個人情報等の

取り扱いを含む）。また、構成員が果たすべき社会的責任を自覚しているか。

本学のコンプライアンスに関して、まず制度的保証の観点からみると、教職員それぞれの就

業規則において職務の基本・原則を明定し、高等教育に携わる者としての使命自覚、職務の誠

実・専念義務を求めている。その上で、教育・研究機関に必要な個別具体的事項、例えば、ハ

ラスメント防止啓発に関する規程、個人情報保護規程、中央大学における公的研究費の適正な

使用及び公的研究費に係る通報に関する規程等を定めている。法令遵守にあたっては、これら

諸規程等が広く教職員に周知されていることが前提となることから、前述のとおり、「中央大学

等規程集」を各部課室に配備するほか、電子化された規程を事務イントラネットに掲載し、常

に参照できる環境を整備している。また、制定・改廃された規程については、学内情報システ

ム（事務イントラネット、専任教職員専用 Web サイト）を利用して、教職員への周知を図って

いる。加えて、個人情報保護、ハラスメント防止啓発、安全保障輸出管理、知的財産取扱、ソ

ーシャルメディア、公益通報（内部通報）制度、防犯カメラの取扱い等、高等教育機関として

社会にその取り組みを公表することが必要なものについては、ガイドラインやポリシーとして

本学公式 Web サイトに掲載している。 

次に、実務的側面からみると、教員行政職及び職員が業務を遂行する際には、事務イントラ

ネット下の PC を用いることにより、アクセス制限を掛けるとともに、USB メモリや SD カード

による外部メディアを利用したアクセスができないように設定している。また、教職員及び学

生の個人情報を扱う部署においては、独立した業務システムの構築、あるいは事務イントラネ

ットとは別の統合認証システムを導入することで、不特定者によるアクセスを防止している。 

このように、本学は高等教育機関としての自覚の下、コンプライアンスに係る制度的・技術

的な環境を整備しつつ、これらを用いる教職員の意識の醸成についても、入職時の誓約書や研

修において涵養するほか、事案によっては防止啓発を目的としたパンフレットの配布やセミナ

ーの開催を行っている。しかしながら、基本的には、上記システム環境等の利用を通じた各部

課室の OJT に委ねており、定量的・定性的なチェック体制は内部監査室による監査に負ってい

るといえる。 

また、役員に対しては、本学役員に求められる倫理上の責務について定めた学校法人中央大

学役員倫理規則を制定するとともに、役員倫理に関する理解の促進に役立てることができるよ

う、同規則の主旨や具体的な事例などを掲げた、学校法人中央大学役員倫理ガイドラインを整

備している。また、基本規定（寄附行為）及び学校法人中央大学役員倫理規則の理念に照らし

て、本学役員が故意または過失により本学の名誉または財産等に損害を生じさせた場合に、懲

戒に処するために必要な事項を定めた学校法人中央大学役員懲戒規則を制定している。 
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さらに、基本規定（寄附行為）第 23条において、監事の職務として理事の業務執行の状況を

監査することが定められており、監事は、理事の業務執行に関し不正の行為又は法令若しくは

基本規定（寄附行為）に違反する重大な事実があることを発見したときは、所轄庁に報告、ま

たは理事会及び評議員会に報告することとなっている。また、監事は法人の業務、財産の状況、

理事の業務執行の状況について、理事会及び評議員会に出席して意見を述べることができ、理

事が法人の目的の範囲外の行為その他法令若しくは基本規定（寄附行為）に違反する行為をし、

またはこれらの行為をするおそれがある場合において、当該行為によって法人に著しい損害が

生ずるおそれがあるときは、当該理事に対し、当該行為をやめることを請求することができる

こととしている。 

○適切な危機管理対策が実施されているか。

本学においては、2011 年３月の東日本大震災をはじめとする危機事象に相対した経験等を踏

まえ、2014 年に「学校法人中央大学危機管理規程」及び「学校法人中央大学危機管理ガイドラ

イン」を制定し、有事の際に、いかに事業を継続的かつ安定的に展開しているかという観点か

ら危機管理体制を整えてきた。 

危機はいつ何時でも生じ得るとの考えのもと、理事長を危機管理最高責任者に、法人が設置

する学長及び校長を危機管理総括責任者にするとともに、各機関及び事務組織の長を危機管理

責任者と位置づけ、自組織内における危機管理業務を推進し、必要な措置を講じるようにして

いる。 

危機事象の対象は、危機管理総括責任者又は危機管理責任者が、所管業務を行うに当たり、

本学の管理運営及び教育・研究上の危機事象に該当すると認めるすべてのものとしている。た

だし、ハラスメント防止啓発に関する規程、労働安全衛生管理規程その他の本学が定める規程

において、危機管理規程第１条に定める目的、即ち、本学及び本学が設置する学校の円滑な運

営に支障をきたす危機事象が発生し、又はそのおそれがある場合に、本学における危機管理体

制について必要な事項を整備することにより、本学の学生、生徒及び教職員等の安全確保と本

学の管理運営、教育・研究活動の維持又は早期再開を図り、本学の社会的使命を果たすこと、

に相当する特別の規程がある場合は、当該規程に定めるところとしている（第４条）。 

平時においては、本規程第 11条に基づき、理事会の下に、常設の機関として危機管理会議を

置いている。同会議は、理事長、学長、常任理事、附属学校長、学部長、研究科長、副学長（広

報担当）、事務局長、総務部長、人事部長、広報室長、学事部長で構成され、①本学の管理運営

及び教育・研究において想定されうる危機事象の検討、②危機管理体制構築に関する情報の収

集、分析及び対応策の検討、③教職員及び学生・生徒に対する適切な情報提供、④学校法人中

央大学危機管理ガイドラインの作成及び見直し等を審議することとしている。 

他方、危機事象が発生し、又はそのおそれがあるときは、危機事象の発生区分に応じて危機

対策本部を設置することとしている。ただし、当該危機事象が全学的に関係すると判断した場

合には、理事会の下に危機対策本部を設置し、危機管理最高責任者である理事長は、理事会の

追認を求めることとしている。危機対策本部では、「①危機発生時の対応のための情報の収集、

分析及び対策の検討、②対応策の決定及び実施、③教職員、学生・生徒等に対する適切な情報

提供、④関係機関及び事務組織との連携及び連絡調整、⑤報道機関への情報提供、その他危機

管理対策に係る必要な事項」について早急に実施することとしている。 

危機管理規程第 18条では、危機対策本部の権限を明記し、危機対策本部は、本部長の指揮の

下、迅速かつ的確に危機事象に対処すること、危機事象に関係する教職員は、危機対策本部の
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決定に従わなければならないこと、危機対策本部が喫緊かつ重大な危機事象に対応する場合は、

既存事務組織の有する職務権限に優先することができることとしている。 

なお、危機管理への対応は、一部の教職員のみが把握していればよいものではなく、日頃か

ら、広く教職員に認知されている必要があることから、本学では、専任教職員専用 Web サイト

において、「危機管理・災害等への対応」のページを設け、消防計画、地震発生時の危機管理マ

ニュアル、天候悪化時の休講決定手順、感染症発生時の危機管理マニュアル、防災用備蓄品・

備品配備、緊急連絡網、防犯カメラの設置・運用基準を掲載している。 

また、本学では、保健センターにおいて、感染症発生時の危機管理マニュアルを整備し公開

してきた。具体的な感染例としては、インフルエンザ、麻疹、ノロウィルスなど主な感染症の

症状を掲げ、感染症に罹患又は罹患した疑いがある場合の手続きを整備している。 

このように、想定される危機事象を想定して体制を整えていたものの、2020 年１月以降の新

型コロナウイルス感染症拡大は、従来の感染症拡大対応の範疇に留まらない危機事象であった。 

本学では、2020 年１月に外務省安全ホームページにおける中国湖北省武漢市の感染症危険レ

ベルの情報を受けて、学長を本部長とする中央大学感染症特別対策本部を学長室に設置し、正

確な情報を迅速に収集することに努めるとともに、学生・教職員・関係者の安全と安心、感染

予防と健康維持のため、個人の尊厳を守るための各種施策を開始した。さらに 2020 年２月に

は、学校法人として、理事長を本部長、学長を副本部長とした危機対策本部を設置し、学長を

本部長とする上記感染症特別対策本部を感染症特別部会と位置づけるとともに、労務・人事担

当常任理事が本部長を務める教職員特別対策部会を設けた。このように、新型コロナウイルス

感染症拡大に対して、法人事項・教学事項との連携を図りながら各種施策を進めてきた。なお、

これらは学校安全保健法および同法施行規則に基づく、学校設置者（学校法人）および学校長

（学長）の責務と役割に基づき整備を進めたものである。感染症特別対策本部（感染症特別部

会）では、感染症拡大の度合いによって、教員及び学生の行動に係る指針を整備し、教職員特

別対策部会では、職員の在宅勤務制度を臨時的に実施したほか、出退勤の特別措置を設けるな

ど、教職員及び学生の安全確保を優先事項に位置づけ、迅速かつ的確に施策を講じた。 

＜点検・評価結果＞ 

本学では、各種の法令に基づき、学長をはじめとする所要の職を置くとともに教授会等の組

織を設け、これらの権限等を各種の規程に明示しているほか、学長の意思決定に基づいた適切

な大学運営を行っている状況にある。 

＜長所・特色＞ 

本学における意思決定においては、前述のとおり、全学的合意の醸成と意思決定の迅速化を

図る観点から、法定に基づく基本的な意思決定プロセスを設定しつつも、事案に応じて法人・

教学諸機関と意思疎通を図りつつ相互に牽制機能を持ちながら総体的な意思決定を働かせる仕

組みが整っている。また、私立学校法上、諮問機関と位置付けられている評議員会についても、

本学においては基本規定（寄附行為）上、評議員会の議決を必要とする事項を定め、ガバナン

スの強化を図っている。 

＜問題点＞ 

理事の構成及び定数について、理事会と教学部門の意思疎通を十全に図ること及び経営にお

ける学外有識者の意見の反映を担保することを目的として、学内理事の数と学外理事の数との
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均衡が保たれるよう設定されているが、校長理事や職務上理事のあり方を含め、理事全体の構

成・人数を検討する必要がある。 

また、本学の評議員会は、私学の中でも最大規模を擁しているが、この規模で実質的な審議

が担保できるかといった問題点を抱えている。他方で、この構成は、各界各層の多様な意見を

反映させることができているとの見方もあり、評議員会に係る制度検討・改正については意見

集約の困難が予想される。 

さらに、監事について、求められる責務・役割は年々増大しており、それに伴う監査体制、

とりわけ人数の増加や常任監事の必要性は認識しているが、実際に、常任監事を設置した場合

の職務や監査計画については検討が充分整理されていない。 

＜今後の対応方策＞ 

理事の構成及び定数、評議員及び監事については、2025 年４月付で改正施行される私立学校

法に即し、基本規定（寄附行為）検討理事会小委員会において、本学における適切な管理運営

のあり方の検討を行う。 

点検・評価項目③：予算編成および予算執行は適切に行っているか。 

評価の視点１：予算編成の適切性と執行ルールの明確性 

評価の視点２：予算執行に伴う効果を分析・検証する仕組みの確立がなされているか。 

＜現状説明＞ 

〇予算編成の適切性と執行ルールの明確性、決算の内部監査機能の確立と連携 

１）予算の編成 

本学の予算編成は、理事会の定める中長期事業計画「Chuo Vision 2025」とそれに基づく

当該年度の予算編成方針の提示からスタートする。予算編成作業には総合戦略推進室も参画

し、事業計画と予算のリンクをより深化させることで予算編成の適切性を高めている。 

予算編成手順の概略は次のとおりである。 

執行役員会 

↓ 

理事会 事業計画策定骨子・予算編成基本方針を承認 

↓ 予算単位に提示 

予算単位 予算単位の事業計画を予算案として申請 

↓ 

経理部 申請を人事部 、管財部 、 

事業計画との整合性の観点から総合戦略推進室と共同して

査定方針立案 

常任理事打ち合わせで方針確認 

経理部予算査定案を作成 

執行役員会 予算査定案を承認 

↓ 各予算単位に内示 

予算単位 内示案を検討 

↓ 復活折衝（事前協議、理事折衝） 

経理部 最終調整結果の収支予算案を作成 

↓ 

執行役員会 収支予算案を承認 

↓ 
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 理事会  評議員会 収支予算を承認 

↓ 

 経理部 支出予算について各予算単位に通知する。 

予算は、概ね「部」に相当する「予算単位」に対して配分されているが、予算単位はその

全てが収入部門を有しているわけではなく、配分される予算は収入額に対応しているもので

はない。また、各予算単位の責任者には、予算単位傘下の課室間での予算流用も含めた予算

管理責任を付与し、当該予算の執行結果については極力、費用対効果を数量的側面から検証

し、その適切かつ効果的な予算執行と進捗管理等について、恒常的な改善努力を求めている。

このような予算単位制度及び計画別予算管理に基づく予算編成方法については、これまで 20

年以上の実施経験を有しており、必要に応じて予算の編成及び執行に係る諸課題を適宜改善

してきているほか、予算は各予算単位の事業計画毎に取りまとめて申請され、予算上の採否、

調整は計画毎に行うことを基本としている。 

また、中期的な計画に基づく年次別の事業計画は、経常的な支出を伴う計画と特別な支出

を伴う計画に大別され、経常支出計画に係る予算は予め指定された予算枠内で確保されてお

り、計画や目的に変更がなければ、その執行については各予算単位の長の裁量に任されてい

る。特別的な支出については、事業計画策定骨子内の重点政策に係る計画について優先的に

予算を措置している。 

このほか、2012 年度予算から開始した取り組みとして、質の高い教育を通じて、学生の能

力を引き上げ、社会に有為な人材を輩出し、本学のブランド力をアップすることを目的とし

て「教育力向上特別予算」枠を 10年間で 50億円（単年度５億円程度）確保することとした。

この予算の支援対象となる取り組みについては、学長の下に設置された教育力向上推進委員

会における審査・選定を経て採択事業を決定してきた。当該制度については、2017 年度予算

以降は①「教育力向上特別予算」、②「グローバル化推進特別予算」、③「学長戦略費」に再

編し、より効果的な運用が図れるよう改善を図り、2021 年度まで実施してきた。2022 年度予

算では、上記①②③とも継続事業及び期中での緊急的な対応に備えるため、臨時的な措置と

して各１億円の予算枠を確保し、同取り組みの支援を継続している。 

なお、上記①教育力向上特別予算枠については 2021 年度を以て終了となったが、10 年間

の効果・検証を踏まえ、本学における教育活動の更なる改善・改革と質的な向上、及び新た

な教育価値の創造に資する各種の取り組みの積極的な推進を目的として、2023 年度から 2025

年度までの３年間において単年度で各１億円の予算枠を確保し、本財源をもとに「教育イノ

ベーション推進事業」を新たに創設した。この予算の支援対象となる取り組みについては、

学長が必要に応じて副学長の意見も徴しながら、積極的かつ強力に推進することが必要であ

ると判断する取り組みを採択候補取組として選定し、学長・学部長懇談会における懇談を経

て、最終的に学長が採択取組を決定することとなっている。2023 年度については、６月より

募集を開始し、９月中に選定結果を通知した。 

２）予算の執行 

予算の執行は各予算単位からの申請に基づき、原則として、人件費・出張旅費については

中央大学教員給与規則等の関連規程に則り人事部が、また、施設の新設や維持管理及び物品

等の調達については中央大学固定資産・物品調達規程等に則り管財部が、さらに、手数料そ

の他の支出については中央大学経理規程等に則り経理部が行っている。このような執行に関
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するルールは、根拠規程や支出基準等により明確になっており、それらは事務イントラトッ

プページ画面から確認できるようになっている。 

実際の予算執行に際しては、各支出項目について単価基準や支給基準を設け、予算の執行

において各予算単位間で差が出ることを防止（公平性の担保）し、過度な支出を適正に抑制

するとともに、基準との適合性を確認することで、予算執行の適切性を確保している。なお、

期中において予定外の支出が必要になった場合は、経常支出（Ａ枠）内では流用で対応し、

それが困難な場合には予算の追加・修正の手続きによって対応している。 

他にも、限られた財源を学内全体で有効活用していくことを目的に、各予算単位に予め提

示しているＡ枠予算に残余財源が見込める場合には、予算申請時に大学全体の計画推進財源

として拠出してもらうことを制度化している。この制度は各組織における効率的な予算の執

行を呼びかけるとともに、現行の予算制度の中で弾力的な運用を図るものである。 

なお、2022 年度予算においては、2023 年４月からの茗荷谷キャンパス、小石川キャンパス

及び駿河台キャンパスの開設に向けた、校舎建設や教室整備、教育・研究サービスに係る事

務機能等の移転計画に関連した予算を計上するとともに、新型コロナウイルス感染症拡大下

を契機に促進されている社会のデジタル化の流れであるデジタルトランスフォーメーション

を積極的に推進することとし、特に複数キャンパス化に伴う経常経費増加の抑制に資する施

策を優先しつつ、適正な予算編成に努めた。 

○予算執行に伴う効果を分析・検証する仕組みの確立がなされているか。

中長期事業計画「Chuo Vision 2025」と単年度事業計画をより密接に連携させるため、総合

戦略推進室との体制を整えている。 

本来、予算は目標管理のツールであり、各予算単位の業務の合理化や定量化、スクラップ＆

ビルドの効果が期待されるが、組織の既得権意識や事業計画の理解不足により、通常の予算申

請・執行だけでは十分に機能していない面もある。そこで、予算の申請と執行を事業計画の PDCA

サイクルの中に位置づけることにより、計画の実現を確実なものとすることと併せて、未執行

財源を掘り起こし、諸活動の効果・検証に繋げている。年度終了後には、予算の適正な執行管

理といった側面から、各予算単位から予算執行結果の報告を受けることとしており、予算の執

行・管理に対する検証も行っている。

＜点検・評価結果＞ 

事業計画との連携を図りつつ、各予算単位における一定程度の柔軟性を持たせた予算編成の

仕組みになっていることで、事業計画における点検・評価が反映できる運用が構築されている。 

また、執行管理についても、各種規程や基準に則り予算執行の適切性を確保している。 

＜長所・特色＞ 

各予算単位の裁量により執行できる予算枠を与えつつ、新規計画について事業計画に即した

予算編成を実施できている。 

また、本学の教育力向上のため、10 年間にわたり教育力向上特別予算を措置してきており、

特色ある取り組みも実施している。 

＜問題点＞ 

既存の予算編成は各予算単位が支出予算を考える仕組みになっており、収入を意識した環境
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になっていないことが課題として挙げられる。また、ここ数年は組織の新設により小規模の予

算単位が増加し、経常費も増加傾向にある。組織に合わせた予算単位という体制は、業務分掌

との連携が図れることで、責任と権限が明確になっている利点があるが、数が増えた場合の経

常費増が避けられず、この点も課題となっている。この他、2023 年４月から新たに３キャンパ

スが開校したため、複数キャンパス化に伴う経常経費の増加が大きな課題となっている。 

＜今後の対応方策＞ 

教育力向上特別予算については、実施期間（2012～2021 年度の 10 年間）後の効果・検証を

行った上で、新たに「教育イノベーション推進事業」を創設し、2023 年度から 2025 年度まで

の３年間において単年度で各１億円の予算枠を確保している。このような通常の予算編成過程

とは別な枠組みで本学の新たな教育活動を支援する仕組みは大切である一方、中長期事業計画

「Chuo Vision 2025」のもとで大規模な事業が進んでいるため、新たな仕組みの運用にあたっ

ては、中長期事業計画「Chuo Vision 2025」の方向性に沿った計画立案と執行となるよう努め

ていく。 

また、限られた予算を効果的に執行していくためには、収入を意識した執行計画とすること

も一案であり、他にも、予算単位を一定規模以上に再編することも考えられる。小さい予算単

位では予算の組替えにも限界があり、その結果が追加申請になっている状況もある。これらの

点を踏まえつつ、新たな予算単位の枠組みを検討していく。併せて、複数キャンパス化に伴う

経常経費の増加を抑制するための施策として、デジタルトランスフォーメーションを積極的に

活用した新たな業務執行体制の構築も検討していく。 

点検・評価項目④：法人及び大学の運営に関する業務、教育研究活動の支援、その他大学運営

に必要な事務組織を設けているか。また、その事務組織は適切に機能しているか。 

評価の視点１：事務組織の役割と構成、人員配置の適切性 

評価の視点２：事務機能の改善・業務内容の多様化への対応策（事務職員の専門性向上・教職

協働の取組み、業務効率化を図るための方途等）が整備されているか。 

評価の視点３：職員の採用・昇格等に関する諸規程の整備とその適切な運用がなされているか。 

評価の視点４：人事考課に基づく適正な業務評価と処遇改善がなされているか。（業務評価の仕

組み、処遇への反映方法等） 

＜現状説明＞ 

○事務組織の役割と構成、人員配置の適切性

１）事務組織

事務組織の役割は、管理運営及び教育・研究のそれぞれの意思決定機関が適切かつ迅速に

その判断ができるよう、企画・立案を行うとともに、決定内容を速やかに諸機関・組織に伝

え、事務執行を遺漏なく行うことにある。本学は、法人並びにその設置する学校及び研究所

について事務組織、職務分掌及び職務権限に関する基準を定めるとともに、組織、職位の基

本的な職能及び相互関係を明らかにし、業務の能率的運営を図ることを目的として、中央大

学事務組織規則を定めている。 

同事務組織規則上、法人並びに学校及び研究所の業務を行うため、93の事務組織（室、部、

センター及び事務室）を置いている（2023 年５月１日現在）。 

また、本学は、多摩キャンパス、後楽園キャンパス、茗荷谷キャンパス、市ヶ谷田町キャ

ンパス、駿河台キャンパス、小石川キャンパス、附属高等学校・中学校等の校地を有し、基

第１部 11 章　大学運営・財務（大学運営）



本的に各キャンパスで事務執行が完結する体制としつつ、一部の事務室（大学院事務室、保

健センター事務室及び学友会事務室）については責任体制の確保と業務規模に鑑み、責任体

制を多摩キャンパスに集約し、分室をもって対応している。現在は、2023 年４月に茗荷谷キ

ャンパス、小石川キャンパス、駿河台キャンパスを開設し、これら各キャンパスにおいて業

務執行体制が構築されているが、今後は既存のキャンパスも含め各キャンパス間における密

接な連携を図っていく必要がある。 

さらに、組織の新設・統廃合について、これまで、当該関係事務組織の長が総務部長を通

じて、業務改善委員会による審議を申請し、業務改善委員会から理事長への具申をもって、

当該組織の新設・改廃を理事会において審議決定してきた。このような構造においては、現

場の業務執行の在り方が具申内容の基礎となってしまうため、全学的な方針に基づく組織の

整備や、時代や状況の変化に伴う臨機に応じた事務執行体制を担保しづらく、組織が現状維

持の執行を是とする体質を生じさせてしまうおそれを排除できないものであった。そこで、

理事会（執行役員会・教務役員会）の意思を、組織・業務・人事管理に直接反映させること

を担保するために、2020 年度に事務組織規則の一部改正を行い、2021 年度からは、理事会に

おいて組織全般に関する基本方針を策定することで、より戦略的かつ実質的な事務組織整備

を進める体制となっている。この方針に基づき、募金推進事務局及びエクステンションセン

ターを解組したほか、キャンパス連絡調整室の機能を整理してこれを会議体に改めた。加え

て、映像言語メディアラボ事務室の廃止と教務総合事務室への業務移管、総務部法務課及び

監査課の新設、キャンパス再編に伴う都心キャンパス総合事務室及びその下に置く駿河台キ

ャンパス庶務課の新設など、理事会主導の組織改編が具体化されている。 

一方で、中長期事業計画「Chuo Vision 2025」においては、事務組織の整理・統合の数値

目標として、2014年度の92組織から2025年度には76組織とすることを掲げているものの、

抜本的な事務組織の整理・統合は進んでいない。2019 年度以降は、新学部開設、新組織の設

置（AI・データサイエンスセンター、ダイバーシティセンター、アカデミックサポートセン

ター、ELSI センター、教育力研究開発機構、CHUO スポーツセンター）が続いている。一部の

部課室において職員の兼務発令を増やして人的資源を有効活用するための工夫は行われてい

るものの、事務組織全体の人的資源が限られる中でいかに業務の全体最適を図るかが喫緊の

課題となっている。 

なお、2022 年４月には、事務処理統合センターの役割も備えた事業会社である株式会社中

央大学ビズサポートを設立し、専任職員の職務の高度化・効率化を推進し、より創造的な業

務に専念できるようにするとともに、「Chuo Vision 2025」に基づく専任職員数の適正化を図

ることを目的として、まずは主に法人部署（人事部、経理部、管財部、エクステンションセ

ンター事務室）の一部業務移管を進めているところである。 

２）職員人事 

組織の業務目的を高いレベルで実現していくとともに、法人機関と教学機関の事務組織に

適正な人員配置と人材育成を果たすことを目的として、理事長の諮問機関である中央大学職

員人事委員会（以下「職員人事委員会」という。）を設置し、職員人事管理の円滑な運用を図

っている。同委員会は、主として、①採用計画、②考課基準、③昇格及び昇進、④配置、異

動、⑤総合的教育訓練計画、⑥懲戒処分等について審議を行うこととしており、2023 年度の

職員人事異動等を行うにあたっては次の基本方針を定め定期の職員人事を実施した。 
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＜2023 年度職員人事異動基本方針＞ 

1.Chuo Vision 2025 の実行並びに新たな要請を考慮した事務体制の整備 

2.長時間労働を抑制、年次有給休暇の積極的な取得等を実施しながら、効果的、効率的

に働く職場環境を整備 

3.人材育成の観点から、職員の視野を広げ、思考力を高めるため、人事異動を活用し、

資質・能力の向上を図る 

この結果、2023 年５月１日現在、上記 93 部課室に対し、計 448 人の専任職員を配置して

おり、１事務組織当たりの人員配置数は 4.8 人となっている。人員配置については職員人事

委員会にて審議決定を行っており、配置された人員について傷病等の理由により期中での対

応が必要な場合は人事部が対応策を講じることとしている。 

なお、本学においては、現在のところ専任職員は総合職として採用を行っており、URA や

キャンパスソーシャルワーカー等の高度な専門性を有するスタッフについては主に嘱託職員

として雇用している。 

○事務機能の改善・業務内容の多様化への対応策（事務職員の専門性向上・教職協働の取組み・

業務効率化を図るための方途等）が整備されているか。

先に述べたとおり、事務機能の更なる高度化に向けては、個々の職員の能力・資質の向上と

各組織レベルひいては事務組織全体の活性化が肝要である。その双方に資するべく、本学では、

2017 年度に本学の理想の職員像として「行動する職員 2025」を策定した。「行動する職員 2025」

は、組織の維持・発展を実現するため、職員が積極的・挑戦的に業務に取り組むことで、個人

としてもチームとしても成長することを目指している。「行動する職員 2025」の詳細について

は、「理念・目的」の点検・評価項目③を参照いただきたい。 

また、超過勤務削減の取り組みに関しては、事務イントラ PCへのアラート表示、深夜利用制

限や三六協定遵守のための全体、個別の働きかけを継続している。さらに、年１回 Web サイト

を通じて全職員に対して行うストレスチェックの結果に基づき、特に超過勤務が多い・急激な

増加がみられるといった事象や、心の健康を損なう恐れがある等の問題が生じている部課室を

「重点改善部課室」とし、ヒアリングを通じて状況を把握しながら当該部課室と人事部との協

働により課題の改善に向けた取り組みを実施している。専任職員超過勤務時間（所定外労働時

間）は、2007 年度をピークとして概ね減少傾向にあったものの、2022 年度は、茗荷谷キャンパ

ス及び駿河台キャンパスの竣工・移転という大事業に関連する業務の影響を受けて、大幅に増

加した。 

加えて、法学部等の移転により、全学生定員の割合は、多摩キャンパス約 55％、都心キャン

パス群約 45％となり、従来の多摩キャンパスを中心とした事務執行の在り方からの転換期にあ

り、今まで以上に最新の知識・技術を利用し工夫することや、変化に対応する強い意欲が求め

られている。関連して、業務改善については、これまでも事務処理の外部委託、システム化等

を進めて来たが、2020 年度以降は、新型コロナウイルス感染症拡大の影響により職員の業務が

大きく変化し、在宅勤務の導入、使用するアプリケーションの変更・拡大、学生サービスの方

法の変更等が加速し、より効率的に業務を実施できるようになった。しかし、全体としては効

率的になったものの、一部業務においては一部の課室、個人に負荷が集中することもあり、今

後の改善が必要となっている。 

教職協働については、本学組織図が教学組織と事務組織に分離されていないことに象徴され
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ているとおり、教学組織においては委員会においても教員、職員双方が委員として参画してい

る事例もあり、教職が一体となって課題に取り組んでいる。その最たる例として、2021 年度～

2022 年度に総合戦略推進会議の下に設置された「多摩キャンパス将来構想検討委員会」をあげ

る。当該委員会委員及びその下に置かれた４部会については、法人及び教学組織・部課室から

の混成となっており、その検討事項が本学の将来に関するという観点から、教職協働を旨とし

て、いずれ本学の管理運営を直接的に担うことになる中堅・若手教職員で構成された。当該委

員会及び部会における検討結果は、「多摩キャンパス将来構想検討委員会（答申）」として取り

纏められ、2023 年１月付で総合戦略推進会議に提出された。現在は、総合戦略推進会議の下で、

答申の具体化に向けた検討を行っている。 

また、教員行政職は各事務組織の職員の長にあたる者について人事考課を行う仕組みとなっ

ており、半期ごとに目標を設定した上で人事考課を行っている。 

専任職員における専門性の向上については、基本的には OJT 及び OFFJT を中心とする職場に

おける研修と職場とは別に個々の職員における自己啓発によることとなっており、詳細につい

ては、点検・評価項目⑤にて後述する。 

さらに、2023 年には、新たな職員人事制度として「学内複業制度」を創設した。この制度は、

意欲のある職員の活躍の場をデザインし、職員個人の能力開発・育成及び職場の業務改善・業

務負担軽減の促進を図ることを目的として、所属部課室の業務を妨げない範囲で、他部課室業

務に一定期間取り組む制度である。個々の職員の意欲を尊重しつつ、所属部課室とは異なる業

務の経験を促すことにより、多角的な視点を養い、多様化・高度化する業務内容に対応できる

能力を獲得できるような機会を創出している。 

○職員の採用・昇格等に関する諸規程の整備とその適切な運用がなされているか。

１）専任職員の採用

専任職員の採用については、中央大学職員就業規則及び職員の採用に関する内規に基づい

て実施しており、職員人事委員会において採用計画を策定し、各年度の採用を行っている。 

採用は原則として年１回、公募形式により行うこととなっており、本学公式 Web サイトを

通じて募集告知を行うとともに、就職情報サイト「マイナビ」を活用して詳細な採用情報の

公開及びエントリー受付を行っている。具体的な採用方法は、①提出書類に基づく書類審査、

②適性試験、③面接試験となっており、書類審査においては履歴書及び応募票等の内容を、

適性試験では基礎的知識、行動特性、性格の特性等について試験結果を基に判定をしている。

その上で、面接試験においては「求める人物像」としている「行動する職員 2025」との適合

や志望度合いといった点を重点的に確認し、採否を決定している。 

2023 年４月入職者の採用にあたっては、「行動する職員 2025」を明示して募集及び選抜を

行った結果、９名を採用した。 

２）専任職員の昇格および昇進 

専任職員の昇格及び昇進については、中央大学職員昇格・昇進取扱細則に基準及び手続き

に基づき、職員人事委員会にて審議決定している。 

具体的には、昇格及び昇進とも、各資格において所定の期間以上の勤務経験を有するもの

を対象とし、人事考課結果等に基づき審査を行っている。2022 年度の昇格者は 35 名、昇進

者は 23 名であった。なお、2022 年度から昇進にあたっては、本人の希望申告と所属長の推

薦を要件としている。 

第１部 11 章　大学運営・財務（大学運営）



○人事考課に基づく適正な業務評価と処遇改善がなされているか。（業務評価の仕組み、処遇へ

の反映方法等）

本学は職員人事にあたり、資格別に定めた職能資格基準による職能資格制度を採用している。

人事考課制度では、職員の知識・技能や能力、業務成績の評価に加えて、業務の達成度や業務

に対する意欲についても考課の対象として公正に評価するとしている。人事考課は中央大学職

員人事考課規則に基づいて実施し、考課結果は中央大学職員給与規則に定める職員給与表によ

り本俸に反映されることとなっている。 

具体的な人事考課のプロセスは、①目標設定及び考課基準の明確化、②考課者による人事考

課、③考課結果のフィードバック、④具体的な改善点や解決に向けた方策等についての話し合

いに基づく能力開発により実施することとなっており、このうち②を除いては、考課者と被考

課者との面談を通じて双方の認識を共有しながら行うこととしている。 

個々の職員の業務評価は、上記のプロセスのうち、主として②考課者による人事考課を通じ

て行われる。人事考課においては、設定した目標に照らした達成度の観点から評価を行う「業

績評定」、各資格に求められる行動水準を示す「意欲基準書」を基準に被考課者の意欲・行動を

評価する「意欲評定」の２つの観点から考課者が評価を行い、その結果を「人事考課表」「評定

表」として取りまとめることとなる。その上で、考課者によって取りまとめられた考課結果に

ついては、管理職位者を置く組織においては管理職位者が第一次調整者として部・室内の各課

間の同一資格者間の考課結果に不均衡がないか調整を行い、さらに人事部長が第二次調整者と

して最終的な調整を行うとともに、全ての考課結果について総合的な評価を行う仕組みとなっ

ている。人事考課は前期（７月上旬）と後期（１月上旬）の年２回実施されるが、後期考課に

おいては、昇格能力評定も含んで実施することとなる。 

このほか、人事考課を補完するものとして「自己申告制度」を設けている。当該制度は被考

課者が作成する「自己申告書」を用いた面談を行うことにより、被考課者の適正配置、異動、

能力開発に資するものである。 

また、2022 年度より、人事考課、自己申告の手続きをシステム化し、面談実施等適切な運用

が徹底されるような仕組みとした。 

加えて、2023 年より、適切な人事考課制度の運用を実現するため、専任職員を対象にエンゲ

ージメントを調査する Web システムを導入した。これは職員個人のエンゲージメントを定期的

に観測し、可視化した結果を基に考課面談をはじめとする所属長とのコミュニケーションなど

を通じて、各自が自身の行動の効果検証に活用することを企図したものであり、職員一人ひと

りの成長にも資するものとなっている。 

＜点検・評価結果＞ 

本学の事務組織は、明定された規程により、その役割と構成が定められている。 

事務組織数については、2019 年度以降に新たな組織の設置が相次いだものの、兼務辞令にて

その多くを対応しており、抜本的な再編には至っておらず、早急な対応が必要である。 

職員人事については、職員人事委員会のもとで人事異動、採用、研修、人事考課制度が整備

され、適宜見直しも実施しており、適切な体制で制度を運用していると言える。 

＜長所・特色＞ 

特になし。 
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＜問題点＞ 

中長期事業計画 「Chuo Vision 2025」においては、事務組織の細分化による弊害の解消、業

務の全体最適化、抜本的な組織改編の必要性等が謳われており、事務組織の整理・統合の数値

目標として、2014 年度の 92 組織から 2025 年度には 76 組織とすることを掲げているが、2019

年度以降、新学部開設や新組織の設置（AI・データサイエンスセンター、ダイバーシティセン

ター、アカデミックサポートセンター、ELSI センター、教育力研究開発機構、CHUO スポーツセ

ンター）により、2023 年５月現在では 93 組織となっている。大学評価委員長が指定する指定

課題においても「事務業務の見直しと組織再編・業務の全体最適化の推進」が 2020 年～2022 年

にわたって設定されているが、抜本的な事務組織の整理・統合は進んでいない状況である。 

＜今後の対応方策＞ 

事務組織の再編については、複数キャンパス化による多摩キャンパスを中心とした事務執行

の在り方からの変容も念頭に置き、「多摩キャンパス将来構想検討委員会（答申）」の提案内

容や現在進んでいる DX 推進計画の進捗状況等も踏まえながら、早急に取りかからねばならな

い問題であり、トップマネジメントも含めて引き続き検討を行っていく。その上では、事務組

織の主体は事務職員であること、これまでも事務組織再編検討については、事務職員を中心と

した検討の取り組みもあったことから、現場の意見を斟酌した丁寧なプロセスを踏む必要があ

る。 

点検・評価項目⑤：大学運営を適切かつ効果的に行うために、事務職員及び教員の意欲及び資

質の向上を図るための方策を講じているか。 

評価の視点１：大学運営に必要なスタッフ・ディベロップメント（ＳＤ）の組織的な実施 

＜現状説明＞ 

○大学運営に必要なスタッフ・ディベロップメント（ＳＤ）の組織的な実施

本学では「大学運営の方針」に基づき、SDに関連する様々な取り組みを実施している。職員

を対象とした SD については主に人事部において研修として実施するとともに、教員も対象に

含めた SDについては「中央大学 FD・SD 講演会」等の全学単位で実施する講演会のほか、大学

の管理運営を担うマネジメント層を対象としたものや各組織（学部・研究科や部課室）単位で

実施するものなど、大学運営を効果的に行うための知見を高める機会を複数設けている。 

（１）職員研修 

職員研修は、職員の能力・意欲の向上、格付けられた職能資格別能力の向上、所属する部課

室の業務遂行能力の向上等を目指す目的で実施している。職員に求められる能力・意欲は、社

会の変化とともに変わってきている。上述のとおり、2017 年には、中長期事業計画「Chuo Vision 

2025」における職員人事政策の一環として、本学の理想の職員像として「行動する職員 2025」

を策定、周知し、2023 年度には、この「行動する職員 2025」を土台とした職員人事制度に変更

を行った。研修についても、理想の職員像と新たな職員人事制度に沿って実施をしている。 

研修計画はその目的に応じて、以下の４種類に区分している。 

１）資格別研修（人事部計画・主催） 

資格別研修は、人事部長が職員に対し、当該職員が格付けられた職能資格における基準を
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充足し、又は将来的に当該職能資格の上位資格の基準を充足するために行う研修である。 

2023 年度の研修については、上記「行動する職員 2025」及び職員人事制度の変更に鑑み、

特に「課題達成」に対する意識・能力向上に注力する。 

① 新入職員研修

・中央大学職員の基本マインドを備え、「チームで働く」ことを意識して行動する

・基礎知識・技能の習得に努め、上司・先輩の指導のもと、意欲的に業務に取り組み、

正確に処理する

＜重点能力＞ 「行動する職員 2025」基本マインド３D＋３C、チームワーク、柔軟性 

② 書記研修

・積極的に情報を集め、課題を的確に捉え、解決に向けて前向きに取り組む

＜重点能力＞ 情報収集力、課題発見力 

③ 副主事研修①

・課題達成に向けた取り組みを継続するとともに、自身の取り組み方を理解する

・キャリア開発を通じて、自己課題を乗り越える

＜重点能力＞ 実行力、自己分析力 

④ 副主事研修②

・課題や目的を正しく認識し、いかなる状況下でも最大の成果を目指してプロセスを構

築し、実行する

・テクニカルスキルとヒューマンスキルをバランスよく発揮し、周囲から信頼されるリ

ーダーとなる

＜重点能力＞ 調査・分析力、創造力、企画立案力 

⑤ 主事（副課長前）研修①

・部下を育成し、グループの調和を図りながら、組織を活性化するグループリーダーと

なるために必要な知識やスキルを習得する

＜重点能力＞ 育成力、調和力、リーダーシップ 

⑥ 主事（副課長）研修②

・これまでの取り組みを振り返りながら、部下の意欲・能力を引き出し、組織を活性化

させるグループリーダーについて再考する

・管理職になるための戦略的発想・視点を学ぶ

＜重点能力＞ マネジメント力

⑦ 管理職研修

・部下の意欲・能力を引き出し、組織を活性化させるマネジメント

・戦略的発想・視点を強化し、責任感を持って決断する

＜重点能力＞ マネジメント力、決断力、突破力

２）目的別研修 

目的別研修は、人事部が職員に対し、本学における管理運営、教育研究活動その他本学が

行う事業に関する専門的知識を習得させるために行う研修である。 

人事部が計画・主催する研修と外部機関が計画・主催するものへ派遣する研修がある。受

講対象者は、募集要領を学内に周知して希望者を募ることとし、状況に応じて人事部の指名

により決定する。 
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（人事部計画・主催） 

① 中大職員リレー講義……分野テーマ別に、知識・経験豊富な職員が講師となり、学内

全体の知識向上とスキルアップを目的とする。 

② 語学スキル向上研修……異文化理解を促進し、グローバル人材を育成することを目的

とする。 ※2023 年度実施なし 

（外部機関等が計画・主催するものへの派遣） 

①日本私立大学連盟 

・キャリア・ディベロップメント研修

課題発見・解決能力、論理的思考力の向上や、キャリアプランに対する意識の醸成を

目的とした若手職員対象のプログラム。

・アドミニストレーター研修

アドミニストレーターに必要な素養の獲得を目的とし、講義での知識・理論の修得と、

グループワークでのケーススタディにより、大学の現場において学長、理事長などを

支える人材（部門長等）の育成を目指す。

・業務創造研修

日常業務の改善にとどまらず、より広い視野で業務をとらえ直し、その創造・開発・

領域拡大を進め、新たな価値を見出して改革していくために、実践的力量を養うプロ

グラム。

・オンデマンド研修

大学職員として必要とされる知識修得を目的とした研修。

②その他 

他大学職員と合同で研修を実施し、他大学の現状、習慣、文化等にふれることで自らを

見直す機会を設けている。他大学の職員と「共通テーマ」について意見を出し合い、企画

立案を通じて、プロジェクト・マネジメントスキルの向上を図るとともに、他大学の取り

組み・課題等を知ることで、幅広い視野を獲得し、本学の強みや課題に対する認識を深め

ることを目指している。また、他大学職員との人的ネットワークの構築も目指している。 

研修を合同で実施する大学 

早稲田大学、法政大学、関西大学、龍谷大学、西南学院大学 

３）職場研修 

職場研修は、部課室長が当該部課室に所属する職員に対し、必要に応じて、同部課室の業

務に関し必要な知識、技術その他の能力の向上を図るために、当該部課室において行う研修

である。 

４）自己啓発 

前述の１～３を補完することを目的として、職員が、職務遂行能力、資質等の向上を図る

ために必要な自己啓発に対し、「自己啓発援助要領」にもとづき補助を行っている。 

職員に求められる能力を自発的に向上させる機会をより多く確保するため、通信研修補助

の対象講座を設定し、期中のプログラム追加にも対応している。 
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この他、経理部においても学内の主に事務職員向けとして、経常費補助金に係る基礎的な情

報、本学への補助金交付額の状況、日本私立学校新興・共済事業団による説明資料等を掲載し

ており、補助金業務に携わる実務担当者はもとより、事務職員の基礎的能力の涵養に資する情

報を発信している。 

（２）大学運営に関する講演会・勉強会 

全教職員を対象として、「中央大学 FD・SD講演会」を実施するとともに、全学授業支援シス

テム manaba において、FD・SD コンテンツをとりまとめて共有している。 

法人及び教学執行部を対象とした SD 活動については、本学が重点的に取り組むべき事項の

うち、特に専門性が高い事項について、執行部が審議をする上で必要となる知識を身につける

ことを目的に、主に理事会や教務役員会の場において「勉強会」の形式で実施している。具体

的なテーマとして、「校地・施設」、「広報戦略」、「改正民法・改正私立学校法」、「労働契約法（非

常勤教員無期雇用転換）」、「改正個人情報保護法」を扱ってきており、有識者（弁護士、官公庁

職員、コンサルティング会社等）らを講師として招聘している。また、別に教学執行部におい

ては「THE 世界大学ランキング講演会」の実施、高等教育関連情報の共有なども行っている。

なお、これら勉強会については、執行部を中心としながらも、一部については一般の教職員に

も開放している。 

各組織単位で実施する SD活動については、学生支援に係る懇談や、学費改定や中長期事業計

画に係る財政シミュレーションについて財務担当常任理事が希望する教授会において説明を行

うなどしている。 

このように、教職員を対象として大学運営を効果的に行うための知見を高める機会を複数設

けているものの、特に教員の参加率は低く、2023 年度機関別認証評価の受審過程においても指

摘がなされたところである。 

＜点検・評価結果＞ 

以上のとおり、大学運営を適切かつ効果的に行うために、様々な方法で専任職員及び教員の

意欲及び資質の向上を図るための方策を講じている。ただし、SDに係る活動への教員の参加度

合は低く、改善の余地がある。 

＜長所・特色＞ 

職員研修において、他大学、他機関との交流を積極的に進めている点が長所と言える。大学

による考え方の違いを理解し、研修を受講した職員やその周りの職員が良い刺激を受ける機会

としている。 

＜問題点＞ 

SD に係る活動への教員の参加度合は低い状況である。 

＜今後の対応方策＞ 

職員が習得すべき基本的な素養について、年代に応じて学習できるよう研修も実施すること

する。その際には、オンライン、対面、ハイフレックス等研修の内容にあわせて実施方法を工

夫し、より参加しやくすく、より効果的な実施方法を検討する。 
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また、教員も含めた SD活動については、広義の SDが FD 活動に包含されている場合もあり、

本学における「SD」を明確化するとともに、SD活動が十全かつ効率的に展開されるような運営

体制を検討し、教職員一人ひとりが大学運営に関する知識・技能を効果的に修得できるような

仕組みを志向する。 

点検・評価項目⑥:大学運営の適切性について定期的に点検・評価を行っているか。また、その

結果をもとに改善・向上に向けた取り組みを行っているか。 

評価の視点１:適切な根拠（資料、情報）に基づく定期的な点検・評価 

評価の視点２:監査プロセスの適切性  

評価の視点３:点検・評価結果に基づく改善・向上 

＜現状説明＞ 

○適切な根拠（資料、情報）に基づく定期的な点検・評価

○点検・評価結果に基づく改善・向上

法人の管理運営面の点検・評価については、理事会、執行役員会、教務役員会の役割があげ

られるが、特に近年は、理事会が決定した事業の具現化又は特定事項の調査・検討に際して設

置する、理事会小委員会において案件に応じた検証・検討が行われている。具体的な事例とし

て、財政に関する理事会小委員会、基本規定（寄附行為）検討理事会小委員会の取り組みをあげ

る。 

中長期事業計画「Chuo Vision 2025」の実施に際しては、健全かつ安定した財政基盤の構築

が求められることから、財政に関する理事会小委員会を設置するとともに、経営の基盤となる

ガバナンス強化の観点から管理運営のあり方を検討する基本規定（寄附行為）検討理事会小委

員会を設置している。 

財政に関する理事会小委員会については、2019 年１月開催の理事会において、中長期事業計

画「Chuo Vision 2025」を十全に実施するために、多様な観点から収支改善策を図ることを目

的として、理事会の下に設置したものである。構成員は、常任理事４名、外部理事１名及び事

務局長の計６名となっている。同小委員会は中長期事業計画「Chuo Vision 2025」を推進して

いくに当たっての財政上の課題を共有した上で、事業規模の精査、寄付金の推進体制、施設の

更新計画、教員人件費枠、学生生徒納付金の水準及び学生数等について検討し、同時に、総事

業経費に対する財政シミュレーションを策定した。その結果については、2019 年７月開催の理

事会にその検討結果を報告し、学内でも共有している。 

その後も、総事業経費や諸条件の変更に注視することに努め、2021 年１月開催の理事会にお

いて、「中長期事業計画に係る資金概算（総事業規模）」の報告がなされたことを受け、2021 年

２月に最新の事業費に基づく財政シミュレーションを精査するために、小委員会を開催し、そ

の内容を検討した。その結果については、2021 年２月開催の理事会へ報告し、学内にも共有し

ている。この時の財政シミュレーションでは、事業規模のほか、新型コロナウイルス感染症拡

大の影響を考慮した寄付金収入の見込み額の下方修正等を反映し、より実態に即した内容にな

っている。 

また、2022 年度においては、４つの学部で新入生数が入学定員を大幅に超過し、経常費補助

金の不交付基準に定める入学定員超過率を超える可能性が高いことが 2022 年３月末に判明し、

経常費補助金の大幅な減額が見込まれたため、2022 年度の影響規模と４年間の学生生徒等納付

金の増加との試算をおこない、2022 年４月開催の理事会においてその結果を報告し、財政シミ

ュレーションへの影響範囲を共有した。 
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このように、財務関係比率の改善目標値を設定しつつ、中長期事業計画「Chuo Vision 2025」

に係る諸事業を推進していくための財源確保の観点から、財政シミュレーションを策定し、そ

れらの検証・改善に努めている。 

基本規定（寄附行為）検討理事会小委員会については、基本規定（寄附行為）に関する諸問

題について抜本的かつ具体的な改正案を整備するため、2018 年秋に設置した。構成員は常任理

事２名、学部長２名、研究科長理事１名、外部理事３名及び事務局長の９名の構成となってい

る。同小委員会は、私立学校法改正に伴う基本規定（寄附行為）等の具体的規程整備への対応

や、本学の管理運営のさらなる向上を図るための、基本規定（寄附行為）の一部について見直

しを図った。また、文部科学省大学設置・学校法人審議会学校法人分科会 学校法人制度改革特

別委員会報告書の内容も踏まえ、2021 年度以降も継続して管理運営のあり方を検討し、その成

果は次のような形で結実している。 

・基本規定（寄附行為）の一部改正［教学審議会の廃止、評議員会議長・副議長の選任規定］ 

・理事会規則の一部改正［理事会議事運営の整備］

・執行役員会規則の一部改正［審議事項の整備等］

・名誉評議員規則の一部改正［特に功績顕著な者への委嘱廃止、辞任、解職規定の整備］

・総長制度の廃止

・教学審議会規則の廃止

・中央大学学長に関する規則及び中央大学学長選挙施行細則の一部改正

［電子投票の導入、学長選任議案が否決された場合の再選挙実施の根拠整備］

また、本学の各組織に配置される事務職員に係る人事政策及びその他の諸施策に係る点検・

評価に関しては、「中央大学大学評価に関する規程」の定めに基づき、大学評価委員会の下に設

置される組織別評価委員会のうち、「人事・事務組織組織評価委員会」においてこれを実施して

おり、点検・評価活動に関しては、同委員会を構成する人事部が担っている。 

具体的な点検・評価活動については、全学の自己点検・評価スケジュールに則って毎年定期

的に点検・評価を行い、その結果を構成組織の長である人事部長が確認し、人事・労務担当常

任理事の確認を経ることで、人事部としての自己点検・評価結果を組織的なものとする仕組み

となっている。自己点検・評価活動を通じて課題や改善点等が見いだされた場合には、人事部

が中心となって具体的な改善方策を検討し、これを職員人事委員会、または執行役員会を通じ

て具現していくことで、改善を図るようにしている。 

○監査プロセスの適切性

本学の監査体制は、監事、監査法人及び内部監査室の三者により実施しており、それぞれの

監査の独立性を前提としつつ協力体制を維持し、監査を実施している。協力関係の構築にあた

っては、監査情報の共有を目的として、監事、監査法人及び内部監査室との協議をそれぞれ年

２回実施している。このほか、常任理事と監査法人との懇談会、監事と教学執行部や各部門長

との懇談会を実施することにより、「大学のガバナンス」を支える制度としての監査体制を構築

している。 

監事による監査については、私立学校法第 37条第３項及び学校法人中央大学基本規定（寄附

行為）第 23条に基づき、学校法人中央大学の業務及び財産の状況並びに理事の業務執行状況に

ついて監査を行っている。あわせて、監事の職務を執行するために必要な事項については、学
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校法人中央大学監事監査規程に定めている。監事は、毎会計年度終了後３月以内に、当年度の

監査方針を添え監査計画を理事会に提示した上、それに基づき監査を行う。また、理事会及び

評議員会に出席し、必要に応じて意見の表明を行うほか、理事等から業務報告の聴取、重要な

決裁書類等の閲覧等を通して監査を行う。財産の状況に係る監査については、監査法人とも連

携し、予算管理を含めた資金収支及び事業活動収支活動の適正性や、会計事実と最終結果であ

る計算書類の照応関係等を検証する監査を行っている。監査報告については、毎会計年度終了

後２月以内に行う監査を実施し監査報告書を作成するとともに、監査報告書を補完するものと

して、監査結果に対する意見書をとりまとめている。なお、2022 年度の監査報告書においては、

学校法人中央大学の業務若しくは財産の状況又は理事の業務執行の状況について、不正の行為

又は法令若しくは学校法人中央大学基本規定に違反する重大な事実はないと報告されている。 

会計監査については、私立学校振興助成法第 14条３項及び学校法人中央大学基本規定（寄附

行為）第 50条に基づき監査法人による監査（年間 168 人/日）を行っている。なお、2022 年度

の監査報告書においては、計算書類について、学校法人会計基準に準拠し、経営の状況及び財

政状態を全ての重要な点において適正に表示しているものと報告されている。 

内部監査については、本学の業務運営について適正化を図り、もって社会の信頼と負託に対

し恒常的に応えていくことを目的として、学校法人中央大学内部監査規程、学校法人中央大学

内部監査実施内規に基づき、実施している。内部監査の形態には、学校法人中央大学内部監査

規程第４条に定めるとおり、定期監査と臨時監査がある。定期監査では理事長が監査実施年度

の監査方針及び監査計画を決定し、理事会に報告することになる。監査結果は被監査部署の長

に通知し理事会に報告するとともに、改善措置が必要と判断された事項があるときは、被監査

部署の長に対して改善要求を行う仕組みとなっている。また、改善要求を行わない軽微な発見

事項についても、対応状況を把握する目的で、監査終了時点から半期経過後に被監査部署の長

から報告書の提出を求めている。半期経過時点において対応が完了していない場合には、その

後も継続して報告を求めることで、着実な改善対応を促している。内部監査については、公正

かつ客観的な立場で実施し、被監査部署において業務の問題のあった個別事象を追及・摘発す

るのではなく、当該業務への改善案の助言や提案を行うことにより、被監査部署における業務

目標の達成への支援となることを目指している。こうした取り組みにより、「中長期事業計画

「Chuo Vision 2025」の実現へと連動していくことを企図している。 

2022 年度は年度監査計画に基づき、業務監査、テーマ監査及び公的研究費監査を実施した。

監査の結果、重要な発見事項はなかった。 

このように、本学の監査については、監事、監査法人、内部監査室とで連携する体制を整え、

また、各監査機能が役割に応じた監査計画の立案・実施を行っている。これらの点から、監査

機能・プロセスは適切なものとなっているといえる。 

＜点検・評価結果＞ 

以上のように、大学運営に係る事項について、その内容に応じて、それぞれ適切な体制によ

り、本学の過去・現在・未来を十全に踏まえて点検・評価を行っている。 

＜長所・特色＞ 

「財政に関する理事会小委員会」は、中長期事業計画「Chuo Vision 2025」を十全に実施す

るために多様な観点から財政について検討することを目的とし、主に同計画の事業規模を精査
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し、教職員人件費、学生数、寄附金、既存施設の更新計画等を踏まえ、シミュレーションの策

定に当たった。また、学内構成員にも広く説明の機会を設け、中長期事業計画「Chuo Vision 

2025」の遂行に向けて理解を求めた。 

＜問題点＞ 

大学運営に係る点検・評価の結果の学内構成員への周知については、一部を除いて、理事会

議事録の公開、制度決定に係る通知等のみとなることも多く、十分に行われているとは言えない。 

＜今後の対応方策＞ 

スタッフ・ディベロップメントの観点から、大学運営に係る点検・評価内容や、特定事項の

検討やその過程について、公開に差支えのないものについては、構成員の共通理解を醸成すべ

く学内への公開に努めていく。 

以上 

第１部 11 章　大学運営・財務（大学運営）



（財務） 

点検・評価項目①：教育研究活動を安定して遂行するため、中・長期の財政計画を適切に策定

しているか 

評価の視点１：中・長期的な財政計画の立案状況とその内容（財務関係比率に関する指標又は

目標の設定を含む） 

＜現状説明＞ 

○中・長期的な財政計画の立案状況とその内容（財務関係比率に関する指標又は目標の設定を

含む） 

本学では、2015年度に「中央大学中長期事業構想」（2015年３月９日理事会承認）に基づき、

2016年度から2025年度までの10年間を対象とした中長期事業計画「Chuo Vision 2025」の策定

を行った。当該計画においては、中長期財務計画も示しており、大学会計（中央大学経理規程

第５条参照）に係る改善目標値として、改正（2015年４月１日施行）前の学校法人会計基準に

基づき、人件費比率50％、人件費依存率70％、帰属収支差額比率10％、前受金保有率100％以上

を設定している。その後、2021年３月に「Chuo Vision 2025」（第２版）が策定され、中長期財

務計画もその中に引き継がれることとなったが、財務に係る改善目標値については、継続して

目標の実現に向けて取り組むことになっている。 

本学における過去５年間の上記比率に係る推移は下表のとおりであり、傾向としては目標値

に近づきつつある。この改善傾向については、学費改定による効果が大きな要因となっている。 

[改善目標値（法人全体）] 

目標値 2018 年度 2019 年度 2020 年度 2021 年度 2022 年度 

人件費比率 50% 54.7% 57.0% 56.3% 53.2% 53.0% 

人件費依存率 70% 73.1% 72.5% 72.1% 69.0% 67.1% 

事業活動収支差額比率 10% 10.1% 6.6% 1.5% 10.2% 1.9% 

前受金保有率 100%以上 176.7% 192.0% 183.8% 185.0% 186.4% 

[改善目標値（大学会計）] 

目標値 2018 年度 2019 年度 2020 年度 2021 年度 2022 年度 

人件費比率 50% 53.4% 55.8% 55.1% 51.8% 51.3% 

人件費依存率 70% 71.4% 70.8% 70.2% 67.0% 64.7% 

事業活動収支差額比率 10% 9.5% 5.9% △0.5% 9.7% 0.3% 

前受金保有率 100%以上 158.4% 172.1% 165.8% 163.9% 166.4% 

また、2019年１月21日開催の理事会において、中長期事業計画を十全に実施するために、多

様な観点から収支改善策を図ることを目的として、「財政に関する理事会小委員会」（以下、「小

委員会」という。）の設置が承認された。小委員会は、2019年７月２日までに８回開催され、中

長期事業計画を推進していくに当たっての財政上の課題を共有した上で、事業規模の精査、寄

付金の推進体制、施設の更新計画、教員人件費枠、学生生徒等納付金の水準及び学生数等につ

いて検討し、同時に、総事業経費に対する財政シミュレーションを策定した。その結果につい
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ては、2019年７月８日開催の理事会に報告し、学内での情報共有も行っている。その後も、総

事業経費や諸条件の変更を注視することに努め、2021年１月18日開催の理事会において、「中長

期事業計画に係る資金概算（総事業規模）」の報告がなされたことを受け、2021年２月12日に最

新の事業費に基づく財政シミュレーションを精査するために、小委員会を開催し、その内容を

検討した。その結果については、2021年２月22日開催の理事会へ報告し、学内にも共有してい

る。この時の財政シミュレーションでは、事業規模のほか、新型コロナウイルス感染症拡大の

影響を考慮した寄付金収入の見込み額の下方修正等を反映し、より実態に即した内容にしてい

る。 

また、2022年度においては、４つの学部で新入生数が入学定員を大幅に超過し、経常費補助

金の不交付基準に定める入学定員超過率を超える可能性が高いことが2022年３月末に判明した

ため、経常費補助金の大幅な減額が見込まれる2022年度の影響規模と４年間の学生生徒等納付

金の増加との試算を行い、2022年４月11日開催の理事会においてその結果を報告し、財政シミ

ュレーションへの影響範囲を共有した。 

このように、財務関係比率の改善目標値を設定しつつ、中長期事業計画に係る諸事業を推進

していくための財源確保の観点から、財政シミュレーションを策定し、それらの検証・改善に

努めている。 

なお、2022年12月５日開催の理事会において、「後楽園キャンパス１号館建替に伴う新築工事

の施工業者選定」に関する審議をした際に、昨今の資材費高騰等に伴い大幅に建設費が上昇す

ることが報告された。同理事会では、その財源として特定資産から一時的に取り崩すとともに、

その回復方法についても併せて了承した。同時に、既存の財政シミュレーションと現状とで乖

離が生じていることから、小委員会を開催し、新たな財政シミュレーションを検討することと

なった。この方針決定に基づき、2023年３月６日に小委員会を開催し、今後の検討に向けた課

題及び留意点等を確認し、2023年度入学者数の確定後に今後の対応案を含めた検討を行うこと

になっている。 

＜点検・評価結果＞ 

以上のように、本学では、教育研究活動を安定して遂行するため、中・長期の財政計画を適

切に策定している。また、財政シミュレーションについては、日頃から財政シミュレーション

に係る変動要因の把握に努め、その影響範囲を検証することで、中長期事業計画の実施を支え

るとともに、中長期的な視点による大学運営の安定化を目指している。 

決算の傾向としては、中長期事業計画に掲げる財務計画の改善目標値と実績値との間で改善

が見られるが、これは学費改定による効果が大きな要因となっている。他方で、学生生徒等納

付金への依存度が高い状況にあるため、今後は学生生徒等納付金以外の収入増加策を検討する

と同時に、大幅な収入増加が見込めない状況であることも認識し、支出構造の見直しを図り、

収支改善に努める必要がある。 

なお、2022年度決算において、事業活動収支差額比率が大幅に下降しているが、これは都心

キャンパス整備事業に係る財源を特定資産や借入金等によって対応したため、事業活動収支計

算書上の支出科目のみが大幅に増加した結果である。 

＜長所・特色＞ 

財政シミュレーションに係る変動要因の把握として、学生数（特に入学者数）について、毎

年度注視している。入学者数については、2020 年度及び 2021 年度と連続して入学定員を下回
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っていたため、財政シミュレーションとの乖離が続いていた。そこで、学生数確保の必要性を

学内共有するため、2021 年６月 21日開催の教務役員会で協議を行い、７月 12日開催の理事会

において、財政シミュレーションに基づく学生数の確保に関する方針を確認するに至った。こ

のような財政シミュレーションの定期的な検証結果に基づく提案は初の試みであったが、財政

改善に向けた方向性を確認できた意義は大きかった。 

また、2022 年度においては、４学部の新入生数が、経常費補助金の入学定員超過率の不交付

基準を超える可能性が高い状況であったことから、経常費補助金の大幅な減額が見込まれる

2022 年度の影響規模と４年間の学生生徒等納付金の増加との試算を行い、2022 年４月 11日開

催の理事会に試算結果を報告し、財政シミュレーションへの影響範囲を共有した。 

＜問題点＞ 

財政に大きく影響する適切な新入生数の確保について、新型コロナウイルス感染症拡大や定

員管理の厳格化等の影響により、合格者数と手続き者数の差異（歩留まり）の見込みが難しく

なってきている。この点については、理事会において、財政シミュレーションに基づく学生数

の確保に関する方針を確認し、教学とともに新入生数の確保に努めることとしている。 

＜今後の対応方策＞ 

学費政策以外の収支改善に向けた施策の一つとして、2021 年度に本学初の事業会社を設立し

た。2022 年４月からは法人部署に係る業務の一部移管を始めており、今後の委託業務拡大に向

けた準備をしている。並行して、大学側では業務の移管に伴う法人部署毎の人員計画を含めた

体制見直しを検討し、業務移管による効果の実効性を高める工夫をしている。 

また、適切な新入生数の確保については、2022 年 10 月１日に改正となった「大学、短期大

学及び高等専門学校の設置等に係る認可の基準」や、2023 年度から改正となる「私立大学等経

常費補助金交付要綱」等を踏まえながら、法人・教学において密なコミュニケーションを行い

つつ、適切な定員管理を行っていく。 

このように、収支改善に向けた施策の検討と実行を推し進め、改善目標値の実現に繋げてい

くこととする。 

点検・評価項目②：教育研究を安定して遂行するために必要かつ十分な財政的基盤を確立して

いるか。 

評価の視点１：教育研究の十全な遂行と財源確保の両立を図るための制度・仕組みの整備状況 

評価の視点２：外部資金（文部科学省科学研究費補助金、寄附金、受託研究費、共同研究費等）

の獲得状況、資産運用等 

＜現状説明＞ 

〇財政基盤の確立に向けて 

毎年度の決算処理の中で、学校法人全体及び経理規程に定める会計単位毎に財務諸表を作成

し、予決算差異の分析を行っている。また、大学会計と学校法人全体については、財務比率等

を作成し、その傾向も検証している。 

また、監事監査においては、法人全体、大学会計を含めた会計単位別の状況（資金収支計算

書、事業活動収支計算書、貸借対照表等）に加え、財務状況を客観的に把握するため、他大学

比較も取り入れた決算分析を取りまとめ、監査を受けている。ここでは、過去に自己点検・評
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価活動における外部評価委員会において指摘を受けている「将来的な施設の取替更新等を含め

た内部留保」に係る比率も対象とし、運用資産の保有状況や外部負債、内部留保の状況等も検

証範囲にしている。 

本学の経営状況及び財政状況に関する財務比率については、大学基礎データ表９～11に直近

５年間の推移を示しており、事業活動収支計算書関係比率のうち経常収支差額比率は全国平均

（令和４年度版 今日の私学財政：令和３年度 医歯系法人を除く全国平均）と比べ高い水準

にあり、事業活動収支差額比率についても、全国平均を上回る水準となっている（なお、2020

年度は駿河台記念館建替に伴う資産処分差額の影響により悪化している）。これらの点から、経

営状況の健全性は保たれているといえる。他方で、貸借対照表関係比率については、純資産構

成比率が全国平均を若干下回っており、流動比率も全国平均を下回っている。これは中長期事

業計画に係る借入金等が影響しているが、返済計画を反映した財政シミュレーションにおいて

見通しを立てていることから、財務上の影響は対応可能な範囲と捉えている。また、本学は、

効果的な資産運用の観点から、保有資金の目的を明確にしたうえで、現預金から特定資産へと

保有形態を移行している。この運用の影響を受け、流動比率が低くなっている。なお、積立率

については、下表のとおり過年度は全国平均（78.4％）を大幅に上回っていたが、直近の決算

では下回る比率になっている。これは、中長期事業計画の財源として特定資産を取り崩した影

響であり、この点は財政シミュレーションの範囲内であるといえるが、昨今の資材費高騰等に

伴う大幅な建設費の増加への対応として、追加で特定資産を一時的に取り崩すこととしている。

一時的な取り崩し分の回復方法については一定程度の見込みを立てているものの、他の要件を

含め実態と既存の財政シミュレーションとで乖離が生じていることから、それらを踏まえたシ

ミュレーションの再検討をする予定である。このように、常に単年度及び中長期的な視点での

財政状況の把握が行われていることから、安定した財政基盤を確立するための体制は維持でき

ているといえる。 

学校法人全体 （単位：％） 

2018 年度 2019 年度 2020 年度 2021 年度 2022 年度 

積立率 86.08% 86.68% 81.89% 90.91% 73.31% 

○教育研究の十全な遂行と財源確保の両立を図るための制度・仕組みの整備状況

本学では、事業計画と予算編成をリンクさせるため、予算編成方針を提示する段階から、当

該年度の事業計画策定骨子を踏まえた内容としている。本学の中長期事業計画と単年度の事業

計画には教育研究活動に係る将来に向けた方向性を示しており、そこへ重点的に予算措置する

本学のこの仕組みは、教育研究活動に対する必要な予算措置がなされることに繋がっている。 

このほか、本学は、全学横断的な教育研究支援組織として学生部、キャリアセンター、図書

館、学事部、全学連携教育機構、研究開発機構、研究所、国際センター、情報環境整備センタ

ー等の各セクションを置き、学部・大学院の教育研究を支援する体制を整えている。これらの

支援組織から関連する予算申請がなされ、一定の教育研究に係る財源が経常的に予算として確

保されている。また、当該予算の執行における支援をはじめ、各種補助金や公的研究費の獲得・

執行管理などを含めた積極的な支援をこれらの横断的な支援組織が担うことにより、更なる教育

研究支援の質的向上と効率性を担保している。 

本学では、このような制度・仕組みを背景に、教育研究に係る遂行を維持している。 

○外部資金（文部科学省科学研究費補助金、寄附金、受託研究費、共同研究費等）の獲得状況、
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資産運用等 

本学の外部資金に関する状況及び傾向は、次のとおりである。 

「私立大学等経常費補助金（一般補助及び特別補助）」については、2022 年度は 11.8 億円を

受け入れ、前年度比で 9.4 億円の減少となっている。これは４学部の新入生数が入学定員超過

率の基準を超えたことによるマイナス調整等が影響しており、その要因を除外すれば例年の水

準は維持できている。 

受託研究費等の外部資金については、研究の水準や質的側面において真に競争力のある大学

であることを裏付けるために、積極的に公的研究費（競争的資金を含む）の獲得を目指してお

り、コンプライアンス上の対応を含め、事務的なサポート体制の充実化を図りながら、資金獲

得の能力や適性のある研究者が積極的に申請を行える支援環境の整備を推進している。2021 年

度から、「将来的に本学の特色となりうる研究に成長するための萌芽的な取り組みを対象とし

て、特徴的研究テーマに基づく学際的研究クラスター形成を支援する」制度（中央大学研究ク

ラスター形成支援制度）を立ち上げ、学際融合の推進による研究力の強化と外部資金の獲得を

強化している。 

寄付金については、2016～2025 年度の 10 年間を募集期間とした白門飛躍募金は、７年目と

なる 2022 年度は５億 900 万円となり、総額 27億 2,296 万円を計上した。教育環境充実資金寄

付金（父母を対象）は、新型コロナウイルス感染症拡大下の家計への影響を考慮し 2021 年度は

募集を休止していたが、2022 年度からは募金目的を見直すとともに、白門飛躍募金の一部とし

て位置付けて募金活動を再開している。 

資産運用については、教育・研究活動の安定的・継続的発展に資することを目的とし、安全

性と流動性を重視しつつ、より効率的な資金運用を実施している。主な運用対象となる特定資

産の目的ごとに運用期間を設定し、事業計画の資金需要に対応できる流動性の確保及び経済環

境に左右されにくい安定した利息収入獲得を図っている。ここ数年は、中長期事業計画に係る

特定資産の取り崩しが予定されているため、その点も考慮した運用になっている。 

本学（大学会計）の上記外部資金の５年間の推移は、以下のとおりである。 

私立大学等経常費補助金（一般補助及び特別補助） 

（単位：千

円） 

2018 年度 2019 年度 2020 年度 2021 年度 2022 年度 

2,401,812 2,265,743 2,260,102 2,127,116 1,182,341 

科学研究費補助金 

2018 年度 2019 年度 2020 年度 2021 年度 2022 年度 

採択金額（千円） 466,035 540,035 589,190 568,949 495,696 

採択件数（件） 234 265 309 300 284 

研究費の外部資金 [単位：千円、（ ）内は件数] 

2018 年度 2019 年度 2020 年度 2021 年度 2022 年度 

受託研究費 756,268 (210) 970,317 (252) 677,548 (222) 752,558 (222) 1,158,921 (219) 

奨学寄付金 100,870 (66) 78,497 (63) 70,179 (57) 96,571 (55) 80,873 (63)
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寄付金 （単位：千円） 

2018 年度 2019 年度 2020 年度 2021 年度 2022 年度 

白門飛躍募金 153,790 300,110 614,610 887,190 508,820 

教育環境充実資金募金 29,580 24,470 490 － － 

資産運用収入 （単位：千円） 

2018 年度 2019 年度 2020 年度 2021 年度 2022 年度 

受取利息・配当金収入 466,203 453,921 477,571 477,332 490,706 

＜点検・評価結果＞ 

財務状況については、決算時の各種資料作成や監事監査等の機会に検証している。中でも、

監事監査では単年度の決算状況報告に留まらず、法人全体、会計単位別を含め、数値に基づく

傾向に比重を置き、決算時の多角的な状況把握や分析に努めている。また、教育研究活動の展

開や外部資金の獲得状況についても、事業計画とのリンクにより、その点検・評価が行われて

いる。 

このように、上述の取り組みを基本に据え、新型コロナウイルス感染症拡大への対応など、

状況に合わせた見直しを加えることで、教育研究を十分に遂行するための財政基盤を維持して

いる。 

＜長所・特色＞ 

昨今の監事の役割の重要性に鑑み、監事監査を単に決算報告に留めることなく、詳細な分析

説明を加えることで、監事とのディスカッションを有意義なものとし、監事監査機能の充実に

努めている。 

＜問題点＞ 

自己点検・評価活動における外部評価委員会からの意見として上がっていた、将来のキャン

パス更新計画とその財源確保については、本学の課題として認識している。 

現状の施設計画に伴い生じる費用としては、既存施設・設備の恒常的な維持・管理、修繕・

更新等が挙げられる。現在キャンパス整備計画が進行しているが、文系６学部等が使用する多

摩キャンパスのほとんどの建物がキャンパス移転（1977年竣工）に伴って同時に建設されてお

り、築40年以上の状況である。また、後楽園キャンパスの建物においても一部が同様の状況に

あり、中には築60年に迫る建物も含まれる状況にある。このため、施設・設備のメンテナンス

（建物のライフサイクル）を計画的に行っているが、建物の老朽化に伴いこの費用は増大して

おり、加えて、順次、建物の耐震補強工事も施してきたものの、今後も既存施設・設備のメン

テナンスには大きな費用負担が必要となっている。 

このような状況を踏まえ、将来における施設更新計画の財源確保に向けた対応として、減価

償却引当特定資産への繰入として毎年20億円を内部留保し、多摩キャンパス開設60年となる

2037年度には400億円となる計画を進めている。また、2020年度からは毎年の工事費予算枠とし

て20億円（以前は13億円程度）を優先して確保し、既存建物に係る使用期間を考慮した修繕計

画と将来の更新計画とを関連付けて調整できる枠組みを構築している。これにより、将来を見
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据えた工事計画が可能となり、同時に、予算枠20億円と当該年度工事費予算額との差額を減価

償却引当特定資産へ追加で繰り入れる仕組みにすることで、既存建物の維持と更新計画との両

立を図り、将来の必要財源の確保にも努めている。他方で、2022年度において、昨今の資材費

高騰に伴う建設事業費の増加への対応として、一時的に特定資産から追加で取り崩しを行うこ

とを決定している。こうした点を含め、内部留保に関する今後の取り組みを小委員会で検討す

る予定である。 

＜今後の対応方策＞ 

 全体として、現状の体制を維持していくこととする。特に、将来のキャンパス更新計画に係

る財源確保については、その対応が喫緊の課題となっており、更新計画の立案に向けた取り組

みを進めるとともに、必要額に対する財源確保の取り組みについても、引き続き対応していき

たい。 

以上 

第１部 11 章　大学運営・財務（財務）


	第１部11 章 大学運営・財務（大学運営）
	（財務）



